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(57) Abstract: Provided are a n optical detector, optical head and optical

information device which can b e reduced i n size. The optical detector

(120) i s provided with semiconductor silicon (121) that forms a n optical

receiving unit (123) for receiving a light beam, and a computing circuit

(122) that applies a given operation t o a n electrical signal obtained b y the

photoelectric conversion o f the light beam received b y the optical receiv

ing unit (123); a multilayered reflection prevention layer (128), which i s

formed a t least o n the optical receiving unit (123) and the computing cir

cuit (122) and which includes a plurality o f reflection prevention layers for

preventing the reflection o f a light beam that i s incident o n and reflected

b y a n optical disc; a glass package (125) which covers the multilayered r e

flection prevention layer (128); and a n adhesive layer (124) which joins

the multilayered reflection prevention layer (128) and the glass package

(125).

(57) 要 約 ： 小 型 化 す る こ と が で き る 光 検 出 器 、 光 学 ヘ ッ ド

及 び 光 情 報 装 置 を 提 供 す る 。 光 検 出 器 （1 2 0 ) は 、 光 束

を 受 光 す る 受 光 部 （1 2 3 ) と 、 受 光 部 （1 2 3 ) で 受 光

し た 光 束 を 光 電 変 換 す る こ と に よ り 得 ら れ た 電 気 信 号 に 所

定 の 演 算 を 施 す 演 算 回 路 （1 2 2 ) と が 形 成 さ れ た 半 導 体

@ ® ' シ リ コ ン （1 2 1 ) と 、 少 な く と も 受 光 部 （1 2 3 ) 上 及

® ® び 演 算 回 路 （1 2 2 ) 上 に 形 成 さ れ 、 入 射 す る 光 デ ィ ス ク

で 反 射 し た 光 束 の 反 射 を 防 止 す る 複 数 の 反 射 防 止 膜 を 含 む
® ®

多 層 反 射 防 止 層 （1 2 8 ) と 、 多 層 反 射 防 止 層 （1 2 8 )
® 9 を 被 覆 す る ガ ラ ス パ ッ ケ ー ジ （1 2 5 ) と 、 多 層 反 射 防 止

層 （1 2 8 ) と ガ ラ ス パ ッ ケ ー ジ （1 2 5 ) と を 接 着 す る

接 着 層 （1 2 4 ) と を 備 え る 。



明 細 書

発明の名称 ：光検出器、光学へ ッ ド及び光情報装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、光デ ィスク又は光カー ドなどの情報記録媒体に情報 を記録又は

再生する光検出器、光学へ ッ ド及び光情報装置に関するものである。

背景技術

[0002] 現在、複数の記録層を有する高記録密度の多層光デ ィスクへの情報の記録

又は再生に対応 した光検出器及び光学へ ッ ドの開発が進め られている。同時

に、光デ ィスク装置の小型化に伴 って、光検出器及び光学ヘ ッ ドの小型化が

期待 されている。

[0003] 従来の光検出器の構成 を、図 2 4 ( A ) 及び図 2 4 ( B ) を用いて説明す

る。図 2 4 ( A ) は、第 1 の従来例の光検出器の構成 を示す斜視図であ り、

図 2 4 ( B ) は、図 2 4 ( A ) の光検出器の断面図である。光検出器 4 は、

光を受光する受光部 と回路 とがベアチ ップ 1 2 に配置された状態で、金属製

のホルダ 9 の上に配置されている。ベアチ ップ 1 2 の各接続端子 1 2 a は、

ホルダ 9 上に形成 された電極 3 4 とワイヤ 3 5 ( ワイヤ一ボンデ ィング）で

接続 されている。 また、反射光束が入射する入射部分 1 2 b 以外の部分 1 2

c は、熱硬化型系液状封止樹脂 3 6 によって封止されている。

[0004] このように、光の入射部分 1 2 b を熱硬化型系液状封止樹脂 3 6 によって

覆わず、大気に露出 した状態で維持することで、青色の レーザ光が樹脂内を

通過することにより発生する樹脂の劣化を防止 している （例えば、特許文献

参照）。

[0005] —方、従来の光検出器の反射防止膜の構成 を、図 2 5 ( A ) 及び図 2 5 (

B ) を用いて説明する。図 2 5 ( A ) は、第 2 の従来例の光検出器の構成 を

示す平面図であ り、図 2 5 ( B ) は、図 2 5 ( A ) の光検出器の断面図であ

る。第 1 受光部 2 へ入射する波長 4 0 5 n mの光束は、空気、シ リコン窒化

膜 8 、シ リコン酸化膜 7 、シ リコン窒化膜 6 及びシ リコン酸化膜 5 の順 に透



過する。プル一レイディスク （B D ) 用の波長 4 0 5 n mの光束に対 して空

気と受光部との間の透過率を9 5 %程度とするには、 4 層の反射防止膜が必

須となる。

[0006] また、第 2 受光部 3 へ入射するD V D用の波長 6 5 0 n mの光束及びC D

用の波長 7 8 0 n mの光束は、空気、シ リコン窒化膜 6 及びシ リコン酸化膜

5 の順に透過する。 D V D用の波長 6 5 0 n mの光束及びC D用の波長 7 8

0 n mの光束に対 して空気と受光部との間の透過率を9 2 %程度とし、かつ

波長 4 0 5 n mの光束用の4 層の反射防止膜の一部と共通化するには、 2 層

の反射防止膜が必須となる （例えば、特許文献 2 参照）。

[0007] ここで、単層の反射防止膜が受光素子上に形成される場合、波長 4 0 5 η

mの光束に対する透過率を最大にしたとき、波長 4 0 5 n mの光束に対する

透過率は 6 7 % となり、波長 6 5 0 n mの光束に対する透過率は 8 3 % とな

り、波長 7 8 0 n mの光束に対する透過率は 8 3 % となる。また、 2 層の反

射防止膜が受光素子上に形成される場合、波長 4 0 5 n mの光束に対する透

過率を最大にしたとき、波長 4 0 5 n mの光束に対する透過率は 8 4 % とな

り、波長 6 5 0 n mの光束に対する透過率は 9 2 % となり、波長 7 8 0 n m

の光束に対する透過率は 9 1 % となる。さらに、 4 層の反射防止膜が受光素

子上に形成される場合、波長 4 0 5 n mの光束に対する透過率を最大にした

とき、波長 4 0 5 n mの光束に対する透過率は 9 5 % となり、波長 6 5 0 η

mの光束に対する透過率は 8 2 % となり、波長 7 8 0 n mの光束に対する透

過率は 7 9 % となる。

[0008] また、 4 層の反射防止膜が受光素子上に形成される場合、 D V D用の波長

6 5 0 n mの光束に対する透過率を最大にしたとき、波長 4 0 5 n mの光束

に対する透過率は 7 4 % となり、波長 6 5 0 n mの光束に対する透過率は 9

5 % となり、波長 7 8 0 n mの光束に対する透過率は 9 5 % となる。従って

、波長 4 0 5 n mの光束に対する透過率を上げるには、反射防止膜が4 層以

上形成されることが必須となり、波長 6 5 0 n mの光束及び波長 7 8 0 n m

の光束に対する透過率を8 0 %以上とするには、別途 2 層の反射防止膜を形



成 する必要がある。一方で、反射防止膜 が 4 層である場合、各層間での ロス

が増 え、波長 4 0 5 n m の光束 に対する透過率 は 9 5 % が限界 となる。

[0009] また、従来の光検 出器の全体構成 を、 図 2 6 ( A ) 、 図 2 6 ( B ) 及び図

2 6 ( C ) を用いて説明する。 図 2 6 ( A ) は、従来の光検 出器の半導体 シ

リコンを入射光束側 か ら見た図であ り、 図 2 6 ( B ) は、従来の光検 出器の

断面図であ り、 図 2 6 ( C ) は、従来の光検 出器 を光束入射側 か ら見た図で

ある。

[001 0] 図 2 6 ( A ) 、 図 2 6 ( B ) 及び図 2 6 ( C ) において、光検 出器 4 0 9

は、半導体 シ リコ ン （多層 シ リコ ン ウェハ） 4 3 1 、樹脂製パ ッケージ 4 4

、配線基板 4 4 2 及び F P C 基板 （フ レキシプル プ リン ト回路基板） 4 4

5 を備 える。半導体 シ リコン4 3 1 は、 4 分割受光部 4 2 0 、 サ プ ビ一厶受

光部 4 、演算回路 4 3 2 及び信号 出力部 4 3 3 を含む。演算回路 4 3 2

は、 4 分割受光部 4 2 0 及びサ ブ ビーム受光部 4 で受光 した光束の光量

を電圧 に変換 しかつ所定の演算 を施 す。信号 出力部 4 3 3 は、演算回路 4 3

2 と接続 され、演算回路 4 3 2 か らの出力信号 となる電圧 を出力する。

[001 1] また、配線基板 4 4 2 上 に構成 されたパ ッ ド部 4 4 3 は、 ワイヤ一ボ ンデ

イング 4 4 6 によ り信号 出力部 4 3 3 と接続 されている。 また、樹脂製パ ッ

ケージ 4 4 は、 4 分割受光部 4 2 0 、 サ プ ビ一厶受光部 4 、演算回路

4 3 2 、信号 出力部 4 3 3 及び配線基板 4 4 2 を覆 う。配線基板 4 4 2 は、

パ ッ ド部 4 4 3 と電気的に接続 された端子部 4 4 4 を有 し、端子部 4 4 4 は

、 F P C 基板 4 4 5 に実装 固定 され る。 この時、 4 分割受光部 4 2 0 及びサ

プ ビーム受光部 4 の入射面側 には空気が存在 してお り、 4 分割受光部 4

0 及びサ プ ビ一厶受光部 4 と空気 との間には 2 層及び 4 層の反射防止

膜 4 3 7 が蒸着 されている。

[001 2] 図 2 7 は、従来の光学ヘ ッ ド4 0 0 の光学系の構成 を示す図である。 図 2

7 において、光学ヘ ッ ド4 0 0 は、半導体 レーザ 4 0 1 、 回折格子 4 0 2 、

ビ一ムスプ リッタ 4 0 3 、 コ リメ一タ レンズ 4 0 4 、対物 レンズ 4 0 5 、対

物 レンズァクチ ユエ一タ 4 0 6 、 シ リン ドリカル レンズ 4 0 8 、光検 出器 4



0 9 及びホル ダ 4 0 を備 える。

[001 3] 半導体 レーザ 4 0 1 か ら出た光 ビームは、 回折格子 4 0 2 によ り異 なる複

数 の光束 に分離 され る。 回折格子 4 0 2 を透過 した光束 は、 ビ一ムスプ リツ

タ 4 0 3 で反射 され、 コ リメ一タ レンズ 4 0 4 で平行光束 に変換 され る。 そ

して、光束 は、対物 レンズ 4 0 5 に入射 し、 いわゆる 3 ビームの収束光 とな

る。 この収束光 は、光デ ィスク 4 0 7 の記録層 に照射 され る。光デ ィスク 4

0 7 の記録層で反射及び回折 された光束 は、再び対物 レンズ 4 0 5 を透過 し

、 ビ一ムスプ リッタ 4 0 3 を透過する。対物 レンズ 4 0 5 は、対物 レンズァ

クチ ユエ 一 タ 4 0 6 (詳細 は図示せず） によ り光軸方向 （フォーカス方向）

及び光デ ィスク 4 0 7 の半径方向 （ラジアル方向） に駆動 され る。 ビ一ムス

プ リッタ 4 0 3 を透過 した光束 は、 シ リン ドリカル レンズ 4 0 8 を通 り、光

検 出器 4 0 9 に入射する。光検 出器 4 0 9 は、 ホル ダ 4 1 0 に固定 され、 ホ

ル ダ 4 0 を通過 した光束 を受光する。

[0014] 小型 であ り、 かつ多層光デ ィスクへの情報 の記録又 は再生 に対応 した光学

へ ッ ドを実現 するため には、光検 出器の小型化が要求 され る一方で、光検 出

器の ノイズ特性 の向上が必要 となる。多層光デ ィスクか ら情報 を再生する際

には、光検 出器 は、記録層か らの反射光 を受光 し、電圧信号 に変換 して出力

する。 この とき、反射率 の小 さい多層光デ ィスクか らの反射光 は、特 に再生

信号の S / N が悪化する要因 とな り、再生信号が大幅 に劣化 して しまう。

[001 5] 例 えば、 B D _ R ( B l u _ r a y D i s c R e c o r d a b l e )

及び B D - R E ( B l u - r a y D i s c R e w r i t a b l e ) の多

層光デ ィスクの各記録層の反射率 は 2 % ~ 4 % 程度 である。多層光デ ィスク

の反射率 は、 B D _ R の単層光デ ィスクの反射率 は 2 0 % であ り、 B D — R

の 2 層光デ ィスクの反射率 は 8 % 前後 である。 そのため、多層光デ ィスクの

反射率 は、 B D _ R の単層光デ ィスクの反射率及び B D — R の 2 層光デ イス

クの反射率 に比べて非常 に小 さい。

[001 6] また、 4 0 5 n m、 6 5 0 n m 及び 7 8 0 n m の 3 つの波長の光源 に対応

した光検 出器及び光学ヘ ッ ドでは、 B D (波長 4 0 5 n m ) だ けでな く、 D



V D (波長 6 5 0 n m ) 及び C D (波長 7 8 0 n m ) のそれぞれ に対する再

生信号の S N を上 げることも必要 となる。

[001 7] ここで、前述のように、 4 層の反射防止膜 4 3 7 が受光部上 に形成 されて

いる場合 には、層数 が多いため、各層間での光量 ロスが大 き くな つて しまう

。 また、波長 4 0 5 n m の光束が透過する部分 は 4 層の反射防止膜 で構成 し

、波長 6 5 0 n m 及び波長 7 8 0 n m の光束が透過する部分 は 2 層の反射防

止膜 で構成 する必要があ り、反射防止膜 を蒸着 する工数 が増大するとい う課

題 を有 していた。

[001 8] —方、小型であ り、 かつ多層光デ ィスクへの情報 の記録又 は再生 に対応 し

た光学へ ッ ド4 0 0 を実現 するため には、光学へ ッ ド4 0 0 の対物 レンズ 4

0 5 の焦点距離 と、 コ リメ一タ レンズ 4 0 4 、 シ リン ドリカル レンズ 4 0 8

及び光検 出器 4 0 9 か ら構成 され る光学部 品の焦点距離 との比であるいわゆ

る検 出光学系の横倍率 を大 き くする必要がある。多層光デ ィスクの光が集光

している記録層以外の他 の記録層で反射 した迷光が、 トラ ッキ ングェラ一信

号 を検 出するためのサ プ ビ一厶受光部 4 に入射 しない構成 にするととも

に、往路 の検 出光学系 を小型化する必要がある。

[001 9] 多層光デ ィスクの光が集光 している記録層以外の他 の記録層 （他層）で反

射 した迷光がサ プ ビ一厶受光部 4 でサ ブ ビーム と干渉 して しまうと、 卜

ラ ッキ ングェラ一信号 にオ フセ ッ トが発生するとともに、 トラ ッキ ンダサ一

ボの性能が大幅 に劣化する。特 に、サ ブ ビームの光量 は、 メイ ンビームの光

量 に比べて 1 / 1 0 程度 であるため、干渉 によるわずかな光量変化が トラ ッ

キ ングェラ一信号の大 きな変動 となる。

[0020] そのため、 メイ ンビーム とサ ブ ビーム との距離 を離 す ことが考 え られ る。

しか し、横倍率 を大 き くしてメイ ンビーム とサ ブ ビーム との距離 を離 す と、

4 分割受光部 4 2 0 とサ プ ビ一厶受光部 4 との距離 が離れ ることになる

。 その結果、光検 出器 4 0 9 の面積 が増大 し、光学ヘ ッ ド4 0 0 の小型化 と

再生性能の向上 とを両立することがで きな くなる。 そ こで、光学ヘ ッ ド4 0

0 の小型化 と再生性能の向上 とを両立 させ るには、検 出光学系の横倍率 を大



きくすることが考えられる。 この構成により、光デ ィスク4 0 7 の他の記録

層で反射 した迷光がサプビ一厶受光部 4 に入射 しない構成にすることが

でき、光学へ ッ ド4 0 0 の復路の検出光学系を小型化するとともに光学素子

及び光検出器 4 0 9 を小型化 して光学へ ッ ド4 0 0 の高さ方向の寸法を小さ

くすることができる。

[0021 ] しか し、図 2 6 ( A ) 〜図 2 6 ( C ) に示す従来の光検出器の構成のよう

に、半導体シ リコン4 3 1 の信号出力部 4 3 3 と、配線基板 4 4 2 上に構成

されたパ ッ ド部 4 4 3 とがワイヤ一ボンデ ィング4 4 6 で接続される構成で

は、配線基板 4 4 2 上にパ ッ ド部 4 4 3 を形成するための面積が必要 となる

。そのため、信号出力部 4 3 3 の数が増えた場合は、パ ッ ド部 4 4 3 の数も

増えることにな り、光検出器 4 0 9 の小型化が困難 となる。 また、 この場合

、半導体シ リコン4 3 1 及び配線基板 4 4 を保持する樹脂製パ ッケージ4

4 の体積がより大きくな り、光検出器 4 0 9 の小型化が一層困難 となる。

[0022] なお、いわゆるス リムサイズの光デ ィスク ドライブ （光情報機器）に光検

出器を搭載する場合の光検出器の好ま しい大きさを以下説明する。光検出器

の Y 方向の寸法は4 m m以下が望 ま しい。従来の受光素子では、 X 方向の寸

法は約 7 m m、 Y 方向の寸法は約 5 m m程度であ り、 Z 方向の寸法は約 3 m

m必要 となる。多層光デ ィスク用の光検出器 として検出光学系の倍率が大き

くな り半導体シ リコンの面積が大きくなると、光検出器のサイズが一層大き

くな りス リムサイズの光デ ィスク ドライプに搭載することが困難 となる。

[0023] 図 2 8 は、検出光学系の倍率 と、光検出器上のメインビームとサブビーム

との間隔との関係、及び検出光学系の倍率 と、光検出器上の 2 つのサブビ一

厶の間隔との関係を説明するための図である。 また、表 1 は、検出光学系の

倍率 と、光検出器上のメインビームとサブビームとの間隔との関係、及び検

出光学系の倍率 と、光検出器上の 2 つのサブビームの間隔との関係を示す表

である。

[0024]



[表 1]

[0025] なお、フォーカスエラ一信号は、下記の式 （1 ) に基づいて算出され、 卜

ラッキングエラ一信号は、下記の式 （2 ) に基づいて算出される。

[0026] フォーカスエラ一信号= ( A 2 + A 4 ) - ( A 1 + A 3 ) ( 1 )

トラッキングエラ一信号= ( A 3 + A 4 ) - ( A 1 + A 2 ) — k ( B 2 -

B ) ( 2 )

[0027] なお、上記の式 （1 ) 及び式 （2 ) において、 A 1 ~ A 4 は、 4 分割受光

部 4 2 0 の各受光領域の出力を表 し、 1及び 2 は、 2 つに分割されたサ

プビ一厶受光部 4 2 1 の各受光領域の出力を表 し、 k はゲインを表す。ゲイ

ンk は、通常、 1 ~ 5 程度の値に設定される。

[0028] 従来の光学へッドで一般的に用いられる検出光学系の横倍率は略 6 倍であ

り、光ディスク上のメインビームとサブビームとの間隔を2 O mと仮定す

ると、光検出器 4 0 9 上のメインビーム4 2 とサブビーム4 2 3 との間隔

P は 1 2 0 m となる。一方、多層光ディスクを再生するため、検出光学系

の倍率を 1 4 倍〜 1 6 倍に設定 した場合、光検出器 4 0 9 上のメインビーム

4 2 とサブビーム4 2 3 との間隔 P は 2 8 0 Ί ~ 3 2 0 m と増加 し、

同様に、 2 つのサブビーム4 2 3 の間隔Q も3 倍近 く増大する。そのため、

4 分割受光部 4 2 0 、サプビ一厶受光部 4 及び演算回路 （不図示）を有

する半導体シ リコン 4 3 のY 方向の大きさRが大きくなる。半導体シリコ

ン4 3 のY 方向の大きさRが大きくなることにより、樹脂パッケージを含

む光検出器 4 0 9 の大きさが大きくなりすぎ、スリムサイズの光デイスク ド

ライプに光検出器 4 0 9 が入らなくなる。そのため、光検出器 4 0 9 のY 方



向の寸法 （大 きさ R ) をで きるだ け小 さ くす る必要 があ る。

先行技術 文献

特許 文献

[0029] 特 許 文献 1 ：特 開 2 0 0 8 _ 2 4 3 8 6 9 号 公報

特 許 文献 2 ：特 開 2 0 0 5 _ 1 3 6 2 6 9 号 公報

発 明の概 要

[0030] 本発 明 は、 上記 の問題 を解 決 す るため にな され た もので、 小型化 す る こと

がで きる光検 出器、 光学 へ ッ ド及び光情報装 置 を提供 す る ことを 目的 とす る

ものであ る。

[0031 ] 本発 明の一局面 に係 る光検 出器 は、情報 記録 媒体 で反射 され た光束 を検 出

す る光検 出器 であ って、前 記光束 を受光 す る受光部 と、前 記 受光部 で受光 し

た光束 を光 電変換 す る ことによ り得 られ た電気信 号 に所 定 の演算 を施 す演算

部 とが形成 され た基板 と、 少な くとも前 記 受光部 上 及び前 記演算部 上 に形成

され、 入射 す る前 記情報 記録 媒体 で反射 した光束 の反射 を防止 す る複数 の反

射 防止膜 を含 む多層反射 防止層 と、前 記 多層反射 防止層 を被覆 す るガラスパ

ッケー ジ と、前 記 多層反射 防止層 と前 記 ガラスパ ッケー ジ とを接着 す る接着

層 とを備 え る。

[0032] この構成 によれ ば、 基板 には、 光束 を受光 す る受光部 と、 受光部 で受光 し

た光束 を光 電変換 す る ことによ り得 られ た電気信 号 に所 定 の演算 を施 す演算

部 とが形成 され て い る。 多層反射 防止層 は、 少な くとも受光部 上 及び演算部

上 に形成 され、 入射 す る情報 記録 媒体 で反射 した光束 の反射 を防止 す る複数

の反射 防止膜 を含 む。 ガラスパ ッケー ジは、 多層反射 防止層 を被覆 す る。接

着 層 は、 多層反射 防止層 とガラスパ ッケー ジ とを接着 す る。

[0033] 本発 明 によれ ば、 基板、 多層反射 防止層、接着 層 及び ガラスパ ッケー ジ に

よ り構成 す る ことによ り、検 出光学 系 の倍率 を上 げた と して も、 ワイヤ一ボ

ンデ ィング及び樹 脂製 のパ ッケー ジが不要 とな り、 光検 出器 を小型化 す る こ

とがで きる。

[0034] 本発 明の 目的、特徴 及び利 点 は、 以 下 の詳細 な説 明 と添付 図面 とによ って



、 よ り明白となる。

図面の簡単な説明

[ 図 1] ( A ) は、本発明の実施の形態 1 における光検 出器の構成 を示す正面図

であ り、 （B ) は、本発明の実施の形態 1 における光検 出器の構成 を示す側

面図であ り、 （C ) は、本発明の実施の形態 1 における光検 出器の構成 を示

す裏面図である。

[ 図2 ] 本発明の実施の形態 1 における多層反射防止層の構成 を示す模式図であ

る。

[ 図3 ] 本発明の実施の形態 1 の光検 出器 において、入射光束の波長 に対する透

過率の計算値 を示す図である。

[ 図4 ] ( A ) は、本発明の実施の形態 1 における接着層の厚 さと接着強度 との

関係 を示す図であ り、 （B ) は、本発明の実施の形態 1 における接着層の厚

さと積算光量 との関係 を示す図であ り、 （C ) は、本発明の実施の形態 1 に

おける接着層の厚 さと透過率 との関係 を示す図である。

[ 図 5 ] 本発明の実施 に形態 1 の変形例 における光検 出器の構成 を示す図である

[ 図 6 ] 本発明の実施の形態 2 における光学へ ッ ドの光学系の構成 を示す図であ

る。

[ 図7 ] 本発明の実施の形態 2 における光検 出器の受光部の構成及び演算回路の

構成 を示す図である。

[ 図8 ] 本発明の実施の形態 2 におけるシ リン ドリカル レンズを含む検 出光学系

の構成 を示す図である。

[ 図 9 ] 前焦線、後焦線及び焦点位置 における 4 分割受光領域上でのメインビー

厶の形状 を示す図である。

[ 図 10 ] 本発明の実施の形態 2 における光学へ ッ ドのコ リメ一タ レンズか ら F

P C 基板 までの部分的な構成 を示す断面図である。

[ 図 11] 本発明の実施の形態 2 における光デ ィスク ドライプの構成 を示す図で

ある。



[ 図 12] ( A ) は、 2 層の光デ ィスクにおける他層か らの表面反射 について説

明するための概略図であ り、 （B ) は、多層の光デ ィスクにおける他層か ら

の表面反射 について説明するための概略図である。

[ 図 13] ( A ) は、従来の光学ヘ ッ ドの光検 出器上 におけるメインビーム とサ

プビーム との距離 と、他層迷光 との関係 を示す図であ り、 （B ) は、本発明

の実施の形態 2 の光学へ ッ ドの光検 出器上 におけるメインビーム とサ ブビ一

厶 との距離 と、他層迷光 との関係 を示す図である。

[ 図 14] 本発明の実施の形態 3 における光学へ ッ ドの光学系の構成 を示す図で

ある。

[ 図 15] 図 1 4 に示すホ ログラム素子の構成 を示す図である。

[ 図 16] ( A ) は、本発明の実施の形態 3 における光検 出器の構成 を示す側面

図であ り、 （B ) は、本発明の実施の形態 3 における光検 出器の構成 を示す

正面図である。

[ 図 17] 本発明の実施の形態 3 における トラッキングエラ一信号の演算方法 に

ついて説明するための図である。

[ 図 18] ( A ) は、本発明の実施の形態 2 における光検 出器の多層反射防止膜

の別の例 を示す図であ り、 （B ) は、本発明の実施の形態 3 における光検 出

器の多層反射防止膜の別の例 を示す図である。

[ 図 19] 本発明の実施の形態 4 における光学へ ッ ドの光学系の構成 を示す図で

ある。

[ 図20] 本発明の実施の形態 4 における光検 出器の構成 を示す正面図である。

[ 図2 1 ] 図 2 0 における光検 出器の演算回路の部分的な構成 を示す図である。

[ 図22] 本発明の実施の形態 5 における光検 出器の裏面図である。

[ 図23] 第 1 の差動増幅回路の第 1 の増幅ゲインを用いた非低 ノイズモー ドと

低 ノイズモー ドとにおけるアンプノイズを示す図である。

[ 図24] ( A ) は、第 1 の従来例の光検 出器の構成 を示す斜視図であ り、 （B

) は、 図 2 4 ( A ) の光検 出器の断面図である。

[ 図25] ( A ) は、第 2 の従来例の光検 出器の構成 を示す平面図であ り、 （B



) は、図 2 5 ( A ) の光検出器の断面図である。

[ 図26] ( A ) は、従来の光検出器の半導体シリコンを入射光束側から見た図

であり、 （B ) は、従来の光検出器の断面図であり、 （C ) は、従来の光検

出器を光束入射側から見た図である。

[ 図27] 従来の光学へッドの光学系の構成を示す図である。

[ 図28] 検出光学系の倍率と、光検出器上のメインビームとサブビームとの間

隔との関係、及び検出光学系の倍率と、光検出器上の 2 つのサブビームの間

隔との関係を説明するための図である。

発明を実施するための形態

[0036] 以下本発明の実施の形態について、図面を参照 しながら説明する。なお、

以下の実施の形態は、本発明を具体化 した一例であって、本発明の技術的範

囲を限定する性格のものではない。

[0037] (実施の形態 1 )

本実施の形態では、光検出器の多層反射防止層の反射防止膜の数を減 らす

ことで、受光感度を大幅に向上させ、かつ低ノイズ化をはかる。その結果、

再生信号のS / N を改善するとともに、光検出器を小型化する。

[0038] 図 1 ( A ) 〜図 1 ( C ) は、本発明の実施の形態 1 における光検出器の構

成を示す図である。図 1 ( A ) は、本発明の実施の形態 1 における光検出器

2 0 を光入射側から見た正面図であり、図 1 ( B ) は、本発明の実施の形

態 1 における光検出器 1 2 0 の側面図であり、図 1 ( C ) は、本発明の実施

の形態 1 における光検出器 1 2 0 の裏面図である。

[0039] 図 1 ( A ) 〜図 1 ( C ) において、光検出器 1 2 0 は、半導体基板 （例え

ば半導体シリコン） 1 2 1、接着層 1 2 4 、ガラスパッケージ 1 2 5 、多層

反射防止層 1 2 8 及び信号出力部 1 3 0 を含む。半導体シリコン 1 2 1 は、

受光部 1 2 3 、演算回路 1 2 2 及び信号出力部 1 3 0 が形成されている。受

光部 1 2 3 は、光ディスク2 1 で反射された反射光束を受光する。演算回路

2 2 は、受光部 1 2 3 で受光 した光束を光電変換することにより得 られた

電気信号に所定の演算を施す。信号出力部 1 3 0 は、演算回路 1 2 2 と接続



され、演算回路 1 2 2 か らの出力信号 となる電圧を出力する。半導体シ リコ

ン 1 2 1 の光入射側の面には、受光部 1 2 3 及び演算回路 1 2 2 が形成 され

、光入射側の面に対向する面には、信号出力部 1 3 0 が形成 されている。

[0040] 多層反射防止層 1 2 8 は、少な くとも受光部 1 2 3 上及び演算回路 1 2 2

上 に形成 され、入射する光デ ィスクで反射 した光束の反射を防止する複数の

反射防止膜 を含む。 ガラスパ ッケージ 1 2 5 は、透明なガラスか らなる。 ガ

ラスパ ッケージ 1 2 5 は、多層反射防止層 1 2 8 及び半導体シ リコン 1 2 1

を被覆する。接着層 1 2 4 は、多層反射防止層 1 2 8 とガラスパ ッケージ 1

2 5 とを接着する。 ガラスパ ッケージ 1 2 5 は、接着層 1 2 4 によ り多層反

射防止層 1 2 8 及び半導体シ リコ ン 1 2 1 に貼 り合わされる。

[0041 ] また、接着層 1 2 4 は、厚みが 3 0 m以下である場合に 4 0 5 n m の波

長の光束に対する透過率が 9 9 % 以上 となるシ リコン樹脂 により構成 される

。 さらに、半導体シ リコン 1 2 1 の光入射側の表面には多層反射防止層 1 2

8 が設 けられ、多層反射防止層 1 2 8 は、受光部 1 2 3 と接着層 1 2 4 との

間に構成 されている。

[0042] この とき、多層反射防止層 1 2 8 と接着層 1 2 4 との間には空気層はな く

、多層反射防止層 1 2 8 と接着層 1 2 4 とは密着 した構成 と している。 また

、多層反射防止層 1 2 8 と半導体シ リコン 1 2 1 (又 は受光部 1 2 3 の受光

面） との間には空気層はな く、多層反射防止層 1 2 8 と半導体シ リコン 1 2

とは密着 した構成 と している。

[0043] 半導体シ リコン 1 2 1 の厚 さは約 0 . 3 m m であ り、 ガラスパ ッケージ 1

2 5 の厚 さは約 0 . 7 m m であ り、接着層 1 2 4 の厚 さを考慮 しても光検出

器 1 2 0 の厚 さは約 1 m mであ り、上述の従来の光検出器の厚み （3 m m )

に対 して、大幅な薄型化を実現 している。 また、光検出器 1 2 0 の乂方向及

び Y 方向の長さは、それぞれ約 2 . 5 m m であ り、投影面積 においても、上

述の従来の光検出器に対 して、大幅な小型化を実現 している。

[0044] 信号出力部 1 3 0 と演算回路 1 2 2 との接続は、光検出器 1 2 0 の側面か

ら配線で接続するか、又は積層回路で構成 された演算回路 1 2 2 に ビアホ一



ル等を設けて底面の信号出力部 1 3 0 と接続する構成としている。信号出力

部 1 3 0 はフレキシブルプリン ト回路基板 （F P C 基板） 1 2 6 に実装され

、信号出力部 1 3 0 からサーボ信号及び再生信号が出力される。接着層 1 2

4 は、受光部 1 2 3 の光入射側の全面のみに形成されていてもよいし、受光

部 1 2 3 及び演算回路 1 2 を含む半導体シリコン 1 2 1 の光入射側の全面

に形成されていてもよい。光検出器 1 2 0 は樹脂製のパッケージ及びワイヤ

—ボンディングを用いない構成により、厚さ及び投影面積ともに大幅な小型

化を実現 しており、体積は従来比 1 / 1 0 以下となっている。

[0045] なお、本実施の形態において、受光部 1 2 3 が受光部の一例に相当し、演

算回路 1 2 が演算部の一例に相当し、半導体シリコン 1 2 1 が基板の一例

に相当し、多層反射防止層 1 2 8 が多層反射防止層の一例に相当し、ガラス

パッケージ 1 2 5 がガラスパッケージの一例に相当し、接着層 1 2 4 が接着

層の一例に相当する。

[0046] 図 2 は、本発明の実施の形態 1 における多層反射防止層 1 2 8 の構成を示

す模式図である。なお、図 2 では、厚さ方向の寸法は部分的に拡大 して示 し

ている。半導体シリコン 1 2 1 の光入射側の表面には、スパッタリング等の

真空蒸着により成膜された 3 層の反射防止膜からなる多層反射防止層 1 2 8

が構成される。多層反射防止層 1 2 8 は、光束入射面側から順に、シ リコン

系窒化膜 1 2 8 a 、シリコン系酸化膜 1 2 8 b 及びシリコン系窒化膜 1 2 8

c を含む。

[0047] シ リコン系窒化膜 1 2 8 a ， 1 2 8 c の屈折率は 2 . 0 7 であり、シリコ

ン系酸化膜 1 2 8 b の屈折率は 1 . 4 7 である。シリコン系窒化膜 1 2 8 a

， 8 c 及びシリコン系酸化膜 1 2 8 b の屈折率は、それぞれ土5 %の屈

折率変化を有 してもよい。また、多層反射防止層 1 2 8 の各反射防止膜の厚

さは、光束入射面側から順に、 4 4 . 1 n m、 7 3 . 6 门 及び4 7 . n

mである。各反射防止膜の厚さは、それぞれ± 1 0 %の厚さ変化を有 しても

よい。

[0048] また、ガラスパッケージ 1 2 5 及びシ リコン樹脂製の接着層 1 2 4 の屈折



率は、ともに 1 . 5 7 であり、シリコン系窒化膜の屈折率は 2 . 0 7 であり

、シリコン系酸化膜の屈折率は 1 . 4 7 である。ガラスパッケージ 1 2 5 、

接着層 1 2 4 、 シ リコン系窒化膜及びシ リコン酸化膜の屈折率はともに± 5

%の屈折率変化を有 していてもよい。また、ガラスパッケージ 1 2 5 の光束

入射面には、反射防止膜 （A R コ一 卜） 1 1 2 が形成されており、ガラスパ

ッケージ 1 2 5 と接着層 1 2 4 との間には反射防止膜 （A R コ一 卜）が形成

されていない。

[0049] 接着層 1 2 4 ( シ リコン樹脂）が、多層反射防止層 1 2 8 上 に構成される

ことで、多層反射防止層 1 2 8 の膜数を3 つにすることが可能となり、波長

4 0 5 n mの光束に対 して、ガラスパッケージ 1 2 5 から受光部 1 2 3 まで

の透過率を大幅に向上させることが可能となる。また、波長 6 5 0 n m及び

波長 7 8 0 n mの光束に対 して、ガラスパッケージ 1 2 5 から受光部 1 2 3

までの透過率を大幅に向上させることができる。また、多層反射防止層 1 2

8 の蒸着工数を削減することができる。また、 4 0 5 n mの波長の光束を受

光するときの光検出器 1 2 0 の受光感度を大幅に向上させることができる。

さらに、反射率の低い多層光ディスクを再生する場合に、 S / N の良い再生

信号を実現することができ、再生性能を向上させることが可能となる。さら

にまた、多層反射防止層 1 2 8 の各反射防止膜の厚みばらつき及び屈折率の

ばらつきの許容値を緩和できる。

[0050] 図 3 は、本発明の実施の形態 1 の光検出器において、入射光束の波長に対

する透過率の計算値を示す図である。図 3 に示すように、波長 4 0 5 n mの

光束に対 し、ガラスパッケージ 1 2 5 から受光部 1 2 3 までの透過率を9 9

%以上に向上させることが可能となる。さらに、 0 ソ 0 用の波長 6 5 0 门

の光束及びC D用の波長 7 8 0 n mの光束に対する透過率も 7 7 %以上とす

ることができ、 3 波長の光源に対応 した受光感度の高い光検出器を実現でき

る。なお、波長 4 0 5 n mの光束に対する透過率を9 8 % とすれば、同 じ多

層反射防止層の膜構成であれば、波長 6 5 0 n mの光束及び波長 7 8 0 n m

の光束に対 してともに8 0 %以上の透過率を実現できる。



[0051 ] また、 ガラスパ ッケージ 1 2 5 の接着層 1 2 4 との境界面に反射防止膜 （

A R コ一 卜）を設けず、ガラスパ ッケージ 1 2 5 と接着層 とは直接接着され

ている。 この構成により、ガラスパ ッケージ 1 2 5 と接着層 1 2 4 との接着

強度を上げることが可能 となる。

[0052] 図 4 ( A ) は、本発明の実施の形態 1 における接着層 1 2 4 の厚 さと接着

強度 との関係を示す図であ り、図 4 ( B ) は、本発明の実施の形態 1 におけ

る接着層 1 2 4 の厚 さと積算光量 との関係を示す図であ り、図 4 ( C ) は、

本発明の実施の形態 1 における接着層 1 2 4 の厚 さと透過率 との関係を示す

図である。

[0053] 図 4 ( A ) は、接着層 1 2 4 の厚 さと接着強度 との関係を測定 した結果の

—例を示すグラフである。横軸は接着層 1 2 4 の厚 さを示 し、縦軸は接着強

度 （N ) を示す。接着層 1 2 4 の厚 さが 5 m以上であれば、必要な接着強

度である 1 5 ( N ) 以上を満たす。

[0054] 図 4 ( B ) は、接着層 1 2 4 の厚 さと青色光劣化 との関係を測定 した結果

の一例を示すグラフである。横軸は接着層 1 2 4 の厚 さを示 し、縦軸は積算

光量 （W h m m 2 ) を示す。接着層 1 2 4 の厚 さが 6 m未満であれば、層

の厚さが薄いため膨張及び収縮により接着層 1 2 4 が割れ、接着層 1 2 4 の

厚 さが 2 5 m を超えると、接着層 1 2 4 の内部に気泡が発生 しやす くなる

。そのため、接着層 1 2 4 の厚さが 5 mか ら 2 5 mの範囲であれば、検

出に必要な積算光量である 2 5 0 (W h / m m 2 ) を満たす。

[0055] 図 4 ( C ) は、接着層 1 2 4 の厚 さと、波長 4 0 5 n mの光束に対する透

過率 との関係を測定 した結果の一例を示すグラフである。透過率は接着層 1

2 4 の厚 さを薄 くすることで大幅に向上することが可能 となる。接着層 1 2

4 の厚 さが 2 5 m以下であれば、波長 4 0 5 n mの光束に対する透過率を

9 9 . 5 % 以上 とすることができる。

[0056] したがって、接着強度、積算光量に対する信頼性及び透過率の観点より、

接着層 1 2 4 の厚さは、 5 m以上 2 5 m以下であることが必須の条件 と

な り、 1 0 m以上 2 0 m以下の範囲が望 ま しい。



[0057] 接着層 1 2 4 は、 5 m以上 2 5 m以下の範囲の厚さを有するとともに

、ガラスパッケージ 1 2 5 と半導体シリコン 1 2 との間の全面に塗布され

る。接着層 1 2 4 の厚みにより、波長4 0 5 n mの光束に対する透過率を悪

化させることなく、高い接着強度を維持 しつつ、青色レーザ光源からの光束

(波長4 0 5 n m) によるいわゆる青色光劣化を抑えることができる。

[0058] また、接着層 1 2 4 が半導体シリコン 1 2 1 の全面に塗布されることによ

り、接着強度を上げることが可能となる。また、受光部 1 2 3 の光入射側を

接着層 1 2 4 が覆うことになり、受光部 1 2 3 上に空気層が存在 しない構成

とする。これにより、いわゆる青色光の光ピンセット効果による受光部 1 2

3 上及びガラスパッケージ 1 2 5 上への不純物の付着を防ぐことが可能とな

る。

[0059] したがって、多層光ディスクへの情報の記録又は再生に対応 したスリムサ

ィズの光ディスクドライブに対応 した光検出器及び光学へッドの小型化及び

薄型化を実現することができる。

[0060] まとめると、本発明の実施の形態 1では、半導体シリコン 1 2 1 の光束入

射側表面に蒸着された多層反射防止層 1 2 8 の光束入射側表面に、シ リコン

樹脂からなる接着層 1 2 4 が形成される。これにより、多層反射防止層 1 2

8 を構成する反射防止膜を 3 つにすることが可能となる。その結果、多層反

射防止層 1 2 8 での光量ロスが少なくなり、波長4 0 5 n mの入射光束に対

する透過率を 9 9 %以上に向上させることができる。

[0061 ] また、シ リコン樹脂からなる接着層 1 2 4 の光束入射側に、屈折率が 1 .

5 7 であるガラスパッケージ 1 2 5 が構成されることで、ガラスパッケージ

1 2 5 によって半導体シリコン 1 2 を保持することが可能となる。その結

果、樹脂製のパッケージ及びワイヤ一ボンディングの無いC S P (チップサ

ィズパッケージ）構成となる小型の光検出器 1 2 0 を実現することができる

。なお、チップサイズパッケージとは、光検出器の光入射側の面の面積が半

導体シリコン 1 2 の光入射側の面の面積と同一になることを意味する。

[0062] また、ガラスパッケージ 1 2 5 の光束入射側のみに反射防止膜 （A R コ一



卜） 1 1 2 が形成されている。一方で、ガラスパッケージ 1 2 5 と接着層 1

2 4 との間には反射防止膜 （A R コ一 卜）が形成されない構成とする。これ

により、ガラスパッケージ 1 2 5 と接着層 1 2 4 との高い接着強度を維持 し

つつ、 4 0 5 n mの波長の入射光束の光量に対する受光部 1 2 3 での受光量

を9 9 %以上とすることができ、受光感度の大幅な向上が可能となる。この

構成により、簡素な多層反射防止層 1 2 8 の構成にもかかわらず、小型で、

受光感度が高く、 R F信号 （再生信号）及びサ一ボ信号のS / N のよぃ光検

出器 1 2 0 を実現することが可能となる。

[0063] なお、本実施の形態 1では、接着層 1 2 4 は、厚みが 3 0 m以下である

場合において、 4 0 0 ~ 8 0 0 n mの波長域の光に対する透過率が 9 9 %以

上である透明なシリコン樹脂を用いている。望ましくは、接着層 1 2 4 とし

ては、厚みが 2 5 mである場合において波長約 4 0 5 n mの光が入射 した

ときに、透過率が 9 9 . 5 %以上となるシリコン樹脂を用いることが好まし

し、。また、ガラスパッケージ 1 2 5 としては、ガラス素材を採用 している。

[0064] なお、接着層 1 2 4 及びガラスパッケージ 1 2 5 の材料は、上記の材料に

限定されるものではない。接着層 1 2 4 の材料としては、透過率を悪化させ

ることなく、青光劣化を抑え、高い接着強度を維持 し、部品強度を高める役

割を果たす材料であればよい。また、ガラスパッケージ 1 2 5 の透過率及び

ガラスパッケージ 1 2 5 の厚みにばらつきがある場合は、収差が発生する。

そのため、ガラスパッケージ 1 2 5 の材料としては、半導体シリコン 1 2 1

を補強でき、かつある程度の平坦性を確保できる素材であることが好ましい

[0065] また、接着層 1 2 4 は、受光部 1 2 3 上に形成されるため、接着層 1 2 4

を通過する際の反射光束の光束径は非常に小さい。そのため、波長約 4 0 5

n mのハイパワーの青色光を用いる光学系に、光検出器 1 2 0 を組み合わせ

ると、接着層 1 2 4 に青色光束の強いエネルギーがかかり、接着層 1 2 4 が

劣化するおそれがある。このように、接着層 1 2 4 に劣化が生 じると、接着

層 1 2 4 の光透過率が低下 し、光検出器 1 2 0 で観測される信号の信号特性



が低下するといつた問題が発生する。なお、接着層 1 2 4 にシ リコン樹脂を

採用 した場合にも、シ リコン樹脂が青色光 （波長 4 0 5 n mの光束）により

劣化するおそれがある。

[0066] この課題に対 して検討を行ったところ、シリコン樹脂中に含まれるェポキ

シ樹脂成分が、シ リコン樹脂の青色耐性を劣化させている原因であることが

判明 した。そのため、接着層 1 2 4 は、エポキシ系の配合物を含まない組成

とすることが好ましい。たとえば、エポキシ樹脂を原材料から除いて合成さ

れたシリコン樹脂を接着層 1 2 4 として用いると、エポキシ系の配合物を含

まない組成とすることが可能となる。このような材料を用いることで、青色

光の反射光束が入射する位置に光検出器 1 2 0 を配置 した場合であっても、

光検出器 1 2 0 は、青色光による信号特性の劣化が少ない、良好な青色耐性

を有することになる。

[0067] 図 5 は、本発明の実施の形態 1 の変形例における光検出器の構成を示す図

である。実施の形態 1 では図 2 に示すように、多層反射防止層 1 2 8 と接着

層 1 2 4 とは密着 して構成され、多層反射防止層 1 2 8 と接着層 1 2 4 との

間には他の構成要素は無いとしているが、本発明は特にこれに限定されない

。図 5 に示すように、屈折率及び透過率が接着層 1 2 4 と同程度であるなら

ば、多層反射防止層 1 2 8 と接着層 1 2 4 との間に保護膜 1 1 4 を設けても

よい。また、この保護膜 1 1 4 は、多層構造になっていてもよい。

[0068] (実施の形態 2 )

次に、本発明の実施の形態 2 について説明する。

[0069] 実施の形態 2 は、実施の形態 1 の光検出器 1 2 0 を用いた光学へッドの構

成を示 したものである。

[0070] 図 6 は、本発明の実施の形態 2 における光学ヘッドの光学系の構成を示す

図である。図 6 では、実施の形態 1 で用いた図 1 と同様の部分については説

明を省略する。ここで、信号出力部 1 3 0 が 「？〇基板 1 2 6 上に実装され

て半田付けされることで、受光部 1 2 3 で検出した信号が光学ヘッドから光

情報装置本体のメイン基板に伝達される。



[0071 ] 図 6 において、光学へ ッ ド1 0 は、半導体 レーザ （光源） 1 0 1 、回折格

子 1 0 2 、 ビ一ムスプ リッタ 1 0 3 、 コ リメ一タ レンズ 1 0 4 、対物 レンズ

0 5 、対物 レンズァクチユエ一タ 1 0 6 、シ リン ドリカル レンズ 1 0 8 、

金属製ホルダ 1 1 0 、光検出器 1 2 0 及び F P C 基板 （フレキシブル プ リン

卜回路基板） 1 2 6 を備える。

[0072] 半導体 レ一ザ 1 0 1 は、光束を出射する。光源 と しての半導体 レ一ザ 1 0

1 か ら出た光束は、回折格子 1 0 2 により異なる複数の光束に分離 される。

回折格子 1 0 2 は、半導体 レーザ 1 0 1 か ら出射 した光束を分割する。回折

格子 1 0 2 は、入射 した光束を、 メインビームと、第 1 及び第 2 のサブビ一

厶とに分割する。

[0073] 回折格子 1 0 2 を透過 した光束は、 ビ一ムスプ リッタ 1 0 3 で反射された

後、 コ リメ一タ レンズ 1 0 4 で平行光束に変換 され、対物 レンズ 1 0 5 に入

射する。対物 レンズ 1 0 5 は、半導体 レーザ 1 0 1 か ら出射 した光束を光デ

イスク 2 1 に集光する。対物 レンズ 1 0 5 に入射 した光束は、いわゆる 3 ビ

—厶の収束光 とな り、光デ ィスク 2 1 に照射される。対物 レンズ 1 0 5 は、

対物 レンズァクチユエ一タ 1 0 6 (詳細は図示せず）により光軸方向 （フ 才

—カス方向）及び光デ ィスク 2 1 の トラッキング方向 （ラジアル方向）に駆

動される。

[0074] 光デ ィスク 2 1 の記録層で反射及び回折された光束は、再び対物 レンズ 1

0 5 及びコ リメ一タ レンズ 1 0 4 を透過 し、 ビ一ムスプ リッタ 1 0 3 に入射

する。 ビ一ムスプ リッタ 1 0 3 を透過 した光束は、シ リン ドリカル レンズ 1

0 8 に入射する。シ リン ドリカル レンズ 1 0 8 は、光デ ィスク 2 1 で反射さ

れた反射光束に非点収差 を発生させる。シ リン ドリカル レンズ 1 0 8 を透過

した光束は、光検出器 1 2 0 に入射する。光検出器 1 2 0 は、シ リン ドリカ

ル レンズ 1 0 8 によって非点収差が発生 した反射光束を検出する。

[0075] 図 7 は、本発明の実施 に形態 2 における光検出器 1 2 0 の受光部 1 2 3 の

構成及び演算回路 1 2 2 の構成 を示す図である。受光部 1 2 3 は、 4 分割受

光領域 1 4 0 、第 1 のサプビ一厶受光領域 1 4 a 及び第 2 のサプビ一厶受



光領域 1 4 b を含む。演算回路 1 2 2 は、第 1 〜第 7 の加算アンプ 1 4 4

a ~ 1 4 4 g 及び第 1 〜第4 の差動アンプ 1 4 5 a ~ 1 4 5 d を含む。

[0076] 4 分割受光領域 1 4 0 は、シリン ドリカル レンズ 1 0 8 を透過 した光束の

うち、メインビーム 1 4 2 を受光する。第 1 の差動アンプ 1 4 5 a によって

、 4 分割受光領域 1 4 0 の対角の和信号の差が演算されることでフォーカス

エラ一信号が検出される。また、第 1 の加算アンプ 1 4 4 a によって、 4 分

割受光領域 1 4 0 の全ての信号の和が演算されることでR F信号 （光デイス

ク2 に記録された信号の再生信号）が検出される。

[0077] すなわち、第 2 の加算アンプ 1 4 4 b 及び第 3 の加算アンプ 1 4 4 c は、

それぞれ4 分割受光領域 1 4 0 の対角に位置する領域から出力される信号を

加算する。第 1 の差動アンプ 1 4 5 a は、第 2 の加算アンプ 1 4 4 b から出

力される和信号と、第 3 の加算アンプ 1 4 4 c から出力される和信号との差

分を算出する。また、第 1 の加算アンプ 1 4 4 a は、第 2 の加算アンプ 1 4

4 b から出力される和信号と、第 3 の加算アンプ 1 4 4 c から出力される和

信号とを加算する。

[0078] —方、光検出器 1 2 0 の第 1 のサプビ一厶受光領域 1 4 a 及び第 2 のサ

プビ一厶受光領域 1 4 1 b は、光ディスク2 の記録層の 卜ラックに集光さ

れるとともに反射された、いわゆる3 ビーム法における第 1 のサブビーム 1

4 3 a 及び第 2 のサブビーム 1 4 3 b を受光する。シリン ドリカル レンズ 1

0 8 を透過 した光束のうち、第 1 のサブビーム 1 4 3 a 及び第 2 のサブビ一

厶 1 4 3 b は、第 1 のサプビ一厶受光領域 1 4 a 及び第 1 のサプビ一厶受

光領域 1 4 b により受光される。第 1 のサプビ一厶受光領域 1 4 1 a 及び

第 2 のサプビ一厶受光領域 1 4 1 b は、それぞれY 方向 （トラッキング方向

に垂直な方向）に沿つて 2 つの領域に分割されている。

[0079] 4 分割受光領域 1 4 0 で受光 したメインビーム 1 4 2 に基づいて演算され

たプッシュプル信号と、第 1 のサプビ一厶受光領域 1 4 a 及び第 2 のサブ

ビーム受光領域 1 4 b で受光 した光量に対応する信号とが、第 6 及び第 7

の加算アンプ 1 4 4 f ， 1 4 4 g 及び第 2 〜第4 の差動アンプ 1 4 5 b ~ 1



4 5 d で演算される。 これにより、 3 ビーム法、いわゆる D P P (差動 プッ

シュプル）法における トラッキングェラ一信号が生成 される。 トラッキング

エラ一信号は、光デ ィスク 2 1 の記録層の 卜ラックに対 して対物 レンズ 1 0

5 を追従 させる トラッキンダサ一ボを行 う際に使用される。

[0080] すなわち、第 4 の加算アンプ 1 4 4 d 及び第 5 の加算アンプ 1 4 4 e は、

それぞれ 4 分割受光領域 1 4 0 の X 方向 （トラッキング方向）に隣接する領

域か ら出力される信号を加算する。第 3 の差動アンプ 1 4 5 c は、第 4 の加

算アンプ 1 4 4 d か ら出力される和信号 と、第 5 の加算アンプ 1 4 4 e か ら

出力される和信号 との差分を算出する。 また、第 6 の加算アンプ 1 4 4 f は

、第 1 のサプビ一厶受光領域 1 4 a の上部の領域か ら出力される信号 と、

第 2 のサプビ一厶受光領域 1 4 b の上部の領域か ら出力される信号 とを加

算する。第 7 の加算アンプ 1 4 4 g は、第 1 のサプビ一厶受光領域 1 4 a

の下部の領域か ら出力される信号 と、第 2 のサプビ一厶受光領域 1 4 1 b の

下部の領域か ら出力される信号 とを加算する。第 2 の差動アンプ 1 4 5 b は

、第 6 の加算アンプ 1 4 4 f か ら出力される和信号 と、第 7 の加算アンプ 1

4 4 g か ら出力される和信号 との差分を算出する。 さらに、第 4 の差動アン

プ 1 4 5 d は、第 2 の差動アンプ 1 4 5 b か ら出力される差分信号 と、第 3

の差動アンプ 1 4 5 c か ら出力される差分信号 との差分を算出する。

[0081 ] なお、本実施の形態において、 4 分割受光領域 1 4 0 が第 1 の受光領域の

—例 に相当 し、第 1 のサプビ一厶受光領域 1 4 a 及び第 2 のサプビ一厶受

光領域 1 4 b が第 2 の受光領域の一例 に相当する。

[0082] 図 8 は、本発明の実施の形態 2 におけるシ リン ドリカル レンズを含む検出

光学系の構成 を示す図である。図 8 に示すように、シ リン ドリカル レンズ 1

0 8 は、光束の入射面側 にシ リン ドリカル形状のシ リン ドリカル面 1 0 8 a

を有 し、出射面側 に レンズパ ワーを持 った凹 レンズ面 1 0 8 b を有する。シ

リン ドリカル面 1 0 8 a は、光軸 に対 し直交する面内において 9 0 度の角度

で焦点位置の異なる非点格差 を発生する。 また、シ リン ドリカル面 1 0 8 a

の方向は、光検出器 1 2 0 の 4 分割受光領域 1 4 0 に対 し略 4 5 度傾いた角



度に配置される。

[0083] 図 9 は、前焦線、後焦線及び焦点位置における4 分割受光領域 1 4 0 上で

のメインビームの形状を示す図である。焦点位置におけるメインビーム 1 4

2 a は、円形状であり、前焦線におけるメィンビーム 1 4 2 b 及び後焦線に

おけるメインビーム 1 4 2 c は、互いに直交する楕円形状である。

[0084] 光ディスク2 1 の面振れ等により、光ディスク2 1 の記録層と対物 レンズ

1 0 5 との相対距離が変化することで、前焦線及び後焦線において図 9 のよ

うな光束が形成される。受光部 1 2 3 は、図 8 の焦点位置に配置されること

となる。検出光学系の横倍率 （ ) は対物 レンズ 1 0 5 の焦点距離と、コリ

メータレンズ 1 0 4 の焦点距離と、シリン ドリカル レンズ 1 0 8 の凹レンズ

面 1 0 8 b の光学パワーとにより決定される。

[0085] 図 1 0 は、本発明の実施の形態 2 における光学ヘッドのコリメ一タレンズ

1 0 4 から「？〇基板 1 2 6 までの部分的な構成を示す断面図である。光学

ベース 1 1 1 は、半導体 レーザ 1 0 1 (図示せず）、回折格子 1 0 2 (図示

せず）、 ビ一ムスプリッタ 1 0 3 、コリメ一タレンズ 1 0 4 、対物 レンズ 1

0 5 を駆動する対物 レンズァクチユエ 一 タ 1 0 6 (図示せず）及びシリン ド

リカル レンズ 1 0 8 を保持する。一方、光検出器 1 2 0 は、金属製ホルダ 1

0 に固定される。金属製ホルダ 1 1 0 は、光学べ一ス 1 1 1 に対 して、外

部ジグ （図示せず）により、光学ベース 1 1 1上で Z 方向 （光軸方向）及び

X —Y 平面 （光軸と直交する面内）にて調整可能な構成となっている。

[0086] ここで、光学べ一ス 1 1 1 及び光軸に対する光検出器 1 2 0 の調整につい

て説明する。光検出器 1 2 0 のX —Y 平面における位置は、光検出器 1 2 0

の4 分割受光領域 1 4 0 に入射するメインビーム 1 4 2 が4 分割受光領域 1

4 0 の略中心に入射するように調整される。

[0087] —方、光検出器 1 2 0 の Z 方向における位置は、対物 レンズ 1 0 5 の焦点

が光ディスク2 の記録層に合っている状態で、非点隔差の焦点位置に受光

部 1 2 3 が配置されるように微調整される。このZ 方向の調整により、 4 分

割受光領域 1 4 0 に入射するメィンビーム 1 4 が円形になり、フ ォー カ ス



エラ一信号にオフセットがなくなる。このとき、対物 レンズ 1 0 5 の焦点が

光ディスク2 の記録層に合っている状態で、フォーカスエラ一信号の出力

は0 となる。また、第 1 のサプビ一厶受光領域 1 4 a 及び第 2 のサブビ一

厶受光領域 1 4 b の略中心に第 1 のサブビーム 1 4 3 a 及び第 2 のサプビ

—厶 1 4 3 b が入射するように、光検出器 1 2 0 の光軸回りの回転調整 （

Z ) が行われる。X —Y 平面の位置調整によりフォーカスエラ一信号のバラ

ンス調整が行われ、光軸回りの回転調整 （e z ) によりトラッキングエラ一

信号の詳細調整が行われ、 z 方向の位置調整によりフォーカスエラー信号の

フォーカスオフセッ卜の調整が行われる。

[0088] フォーカスエラ一信号のバランス調整が行われることにより、第 1 のサブ

ビーム 1 4 3 a 及び第 2 のサブビーム 1 4 3 b が、第 1 のサブビーム受光領

域 1 4 1 a 及び第 2 のサプビ一厶受光領域 1 4 b に略入射するように光学

設計される。また、 トラッキングエラ一信号の振幅が最大となるように、光

軸中心周りに光検出器 1 2 0 全体が回転調整される。これにより、第 1 のサ

プビ一厶 1 4 3 a 及び第 2 のサブビーム 1 4 3 b と、第 1 のサプビ一厶受光

領域 1 4 1 a 及び第 2 のサプビ一厶受光領域 1 4 b との位置関係の微調整

が行われることとなる。 R F信号は、 4 分割受光領域 1 4 0 で受光 した光束

の光量に対応する信号をすベて加算することで検出される。

[0089] 光検出器 1 2 0 の位置調整が行われた後、接着層 1 1 3 により金属製ホル

ダ 1 1 0 と光学べ一ス 1 1 1 とが接着され固定される。まず、光検出器 1 2

0 又は金属製ホルダ 1 1 0 を外部ジグ （図示せず）で保持 した上で、メイン

ビーム 1 4 2 が4 分割受光領域 1 4 0 の略中心に入射するよう光検出器 1 2

0 の光軸調整が行われる。そして、光検出器 1 2 0 が位置決めされた状態で

、光検出器 1 2 0 及び金属製ホルダ 1 1 0 が光学べ一ス 1 1 1 に固定される

[0090] 図 1 1 は、本発明の実施の形態 2 における光ディスク ドライブの構成を示

す図である。図 1 1 において、光ディスク ドライブ2 0 は、光学へッド1 0

、モータ2 0 3 、 トラバース 2 0 4 、制御回路 2 0 5 、信号処理回路 2 0 6



及び入出力回路 2 0 7 を備える。

[0091 ] 光デ ィスク 2 1 は、 クランパ一 2 0 1 とターンテ一プル 2 0 2 とに挟 まれ

て固定され、モータ （回転系） 2 0 3 によって回転 される。モータ 2 0 3 は

、光デ ィスク 2 を回転する。光学へ ッ ド1 0 は トラバース （移送系） 2 0

4 上に乗 っている。 トラバース 2 0 4 は、光学ヘ ッ ド1 0 を光デ ィスク 2 1

の半径方向に移動させる。 これにより、照射する光が光デ ィスク 2 1 の内周

か ら外周 まで移動できるように している。

[0092] 制御回路 2 0 5 は、光学へ ッ ド1 0 及びモータ 2 0 3 を制御する。制御回

路 2 0 5 は、光学ヘ ッ ド1 0 か ら受けた信号に基づいて、 フ ォー カス制御、

トラッキング制御、 トラバ ー ス制御及びモータ 2 0 3 の回転制御等を行 う。

また、信号処理回路 2 0 6 は、再生信号か ら情報 を再生 し、入出力回路 2 0

7 に出力 した り、入出力回路 2 0 7 か ら入 ってきた記録信号を、制御回路 2

0 5 を通 じて光学へ ッ ド1 0 へ送出 した りする。

[0093] なお、本実施の形態において、光デ ィスク ドライブ 2 0 が光情報装置の一

例 に相当 し、光学へ ッ ド1 0 が光学へ ッ ドの一例 に相当 し、モータ 2 0 3 が

駆動部の一例 に相当 し、制御回路 2 0 5 が制御部の一例 に相当する。

[0094] 図 1 2 ( A ) は、 2 層の光デ ィスク 2 1 における他層か らの表面反射につ

いて説明するための概略図であ り、図 1 2 ( B ) は、多層の光デ ィスク 3 1

における他層か らの表面反射について説明するための概略図である。他層か

らの反射光が第 1 のサプビ一厶受光領域 1 4 a 及び第 2 のサプビ一厶受光

領域 1 4 1 b に入射すると、 トラッキングエラ一信号にオフセ ッ 卜を与え、

トラッキングサ一ボの品質を劣化させる。図 1 2 ( A ) では、 2 つの記録層

を有する光デ ィスク 2 の構成 を示すとともに、ある記録層に収束光 3 0 0

が集光されている時の他層か らの迷光の発生の様子を示す。図 1 2 ( A ) で

は、第 1 の記録層 L 0 に焦点を結んでお り、 この場合、第 2 の記録層 L で

反射 した光が他層迷光 となる。

[0095] また、図 1 2 ( B ) では、 4 つの記録層を有する光デ ィスク 3 1 の構成 を

示すとともに、ある記録層に収束光 3 0 0 が集光されている時の他層か らの



迷光の発生の様子を示す。図 1 2 ( B ) では、第 3 の記録層 L 2 に焦点を結

んでおり、第 1 の記録層 L 0 、第 2 の記録層 L 及び第4 の記録層 L 3 で反

射 した光が他層迷光となる。

[0096] 図 1 2 ( A ) の 2 層の光ディスク2 1 において、第 1 の記録層 L O と第 2

の記録層 L 1 との層間隔 d 2 は、規格上 2 5 ± 5 m と定義されており、最

小でも2 0 m、最大でも3 0 mである。そのため、他層迷光の光検出器

1 2 0 上での大きさは、ある程度制限される。

[0097] —方、図 1 2 ( B ) の4 層等の 3 層以上の記録層を有する光ディスク3 1

において、最も間隔の小さい層間隔 d 4 m i n は、 2 層の光ディスク2 と

比べて小さくなる可能性が高い。なお、図 1 2 ( B ) では、例として第 3 の

記録層 L 2 と第4 の記録層 L 3 との層間隔を層間隔 d 4 m i n としている。

また、最も間隔の離れた層間隔 d 4 m a X は、 2 層の光ディスク2 1 と比べ

て大きくなる。このとき、光検出器 1 2 0 での他層迷光の大きさは、 2 層の

光ディスク2 と比べて大幅に大きくなる。なお、図 1 2 ( B ) では、例と

して第 1 の記録層 L 0 と第4 の記録層 L 3 との層間隔を層間隔 d 4 m a X と

している。

[0098] 従って、多層の光ディスク3 1 に情報を記録又は再生する際に、安定 した

トラッキングエラ一信号を検出するためには、他層迷光が第 1 のサブビーム

受光領域 1 4 a 及び第 2 のサプビ一厶受光領域 1 4 b に漏れこまないよ

うにする必要がある。これには、検出光学系の倍率 （横倍率 ) を大きくし

て、メインビーム 1 4 2 を受光する4 分割受光領域 1 4 0 と、第 1 のサプビ

—厶 1 4 3 a 及び第 2 のサブビーム 1 4 3 b を受光する第 1 のサプビ一厶受

光領域 1 4 a 及び第 2 のサプビ一厶受光領域 1 4 b との距離を大きく離

す必要がある。

[0099] 図 1 3 ( A ) は、従来の光学ヘッドの光検出器上におけるメインビームと

サブビームとの距離と、他層迷光との関係を示す図であり、図 1 3 ( B ) は

、本発明の実施の形態 2 の光学へッドの光検出器上におけるメインビームと

サブビームとの距離と、他層迷光との関係を示す図である。



[01 00] 光検 出器 1 2 0 上 におけるメインビーム 1 4 2 と第 1 のサ ブビーム 1 4 3

a (又 は第 2 のサ ブビーム 1 4 3 b ) との距離 は、光デ ィスク 2 1 の記録層

の 卜ラックに集光 されたメインビーム 1 4 2 と第 1 のサ ブビーム 1 4 3 a (

又 は第 2 のサ ブビーム 1 4 3 b ) との間隔に対 し、検 出光学系の横倍率 を掛

けた値 となる。

[01 0 1 ] た とえば、多層の光デ ィスク 3 1 の記録層の トラック上 におけるメインビ

—厶 とサ ブビーム との間隔が 2 0 m であ り、検 出光学系の横倍率が 6 倍程

度であるとすると、光検 出器 1 2 0 上 におけるメインビーム 1 4 2 と第 1 の

サ ブビーム 1 4 3 a (又 は第 2 のサ ブビーム 1 4 3 b ) との距離 は、約 1 2

O m となる。 しか しなが ら、多層の光デ ィスク 3 1 に情報 を記録又は再生

する際に、他層迷光の大 きさが約 1 5 0 m であるとすると、安定 した トラ

ッキングエラ一信号 を検 出するには、検 出光学系の横倍率 は略 1 0 倍必要 と

なる。なお、 この ときのメインビ一厶 1 4 2 と第 1 のサ プビ一厶 1 4 3 a (

又 は第 2 のサ ブビーム 1 4 3 b ) との距離 は、約 2 0 0 m となる。

[01 02] ここで、多層の光デ ィスク 3 1 の記録層の トラック上 におけるメインビ一

厶 1 4 2 と第 1 のサ プビ一厶 1 4 3 a (又 は第 2 のサ プビ一厶 1 4 3 b ) と

の間隔は略 2 0 m と したが、 この値 は多層の光デ ィスク 3 1 の内周か ら外

周への移動時の トラッキングエラ一のオ フセ ッ 卜に影響するため、機器 ごと

にあ らか じめ設定される値 とな り、一般的には 1 0 m ~ 2 0 m の範囲の

値が選定される。

[01 03] —方、光学へ ッ ド1 0 の小型化 を実現するためには、検 出光学系の寸法 を

小さ くする必要があ り、他層迷光の影響 を考慮 した上での検 出光学系の小型

化が必要 となる。他層迷光の悪影響 を考慮 して検 出光学系の倍率 は大 きくす

る必要がある。対物 レンズ 1 0 5 の焦点距離 を小さ くすること、及び検 出光

学系の焦点距離 を小さ くすることによ り、横倍率 を維持 したまま対物 レンズ

0 5 及び コ リメ一タ レンズ 1 0 4 のみで検 出光学系の小型化が行われる。

[01 04] 図 1 3 ( B ) に示すように、第 1 のサ プビ一厶受光領域 1 4 1 a 及び第 1

のサ プビ一厶受光領域 1 4 b に他層迷光が入射 しないように 4 分割受光領



域 1 4 0 と第 1 のサ プビ一厶受光領域 1 4 a 及び第 1 のサ ブビーム受光領

域 1 4 1 b との距離 を離すためには、対物 レンズ 1 0 5 、 コ リメ一タ レンズ

0 4 及びシ リン ドリカル レンズ 1 0 8 の凹 レンズ面で構成 される検 出光学

系の横倍率 は、約 1 4 倍か ら 1 6 倍の範囲 とすることが望 ま しい。

[01 05] 検 出光学系の横倍率 を上 げるとともに、 4 分割受光領域 1 4 0 と第 1 のサ

プビ一厶受光領域 1 4 a 及び第 1 のサ プビ一厶受光領域 1 4 b との距離

を離 して、他層迷光が第 1 のサ プビ一厶受光領域 1 4 a 及び第 1 のサ プビ

—厶受光領域 1 4 b に入 らないようにすることで、迷光 によるオ フセ ッ 卜

及び干渉のない安定 した トラッキングエラ一信号 を得 ることがで きる。

[01 06] また、光検 出器 1 2 0 は、樹脂パ ッケージ及び ワイヤ一ボ ンデ ィングを備

えず、 ガラスパ ッケージ 1 2 5 及び接着層 1 2 4 を備 えることで、 4 分割受

光領域 1 4 0 と第 1 のサ プビ一厶受光領域 1 4 a 及び第 1 のサ プビ一厶受

光領域 1 4 b との距離が大 きくなることによ り、半導体シ リコン 1 2 の

面積が大 きくな つた と しても、光検 出器 1 2 0 の大幅な小型化が可能 となる

。 さ らに、光検 出器 1 2 0 を小さ く且つ薄 く構成することがで き、光学へ ッ

ド1 0 の復路の検 出光学系の倍率 を大 きくしつつ小型化が可能 となる。 その

結果、光学ヘ ッ ド1 0 の小型化が可能 とな り、小型化及び多層の光デ ィスク

への対応が可能な光デ ィスク ドライプ 2 0 を実現で きる。

[01 07] さ らに、実施の形態 1 で示 したように、多層反射防止層 1 2 8 、 ガラスパ

ッケージ 1 2 5 及び接着層 1 2 4 等の仕様 を波長 4 0 5 n m の光束 に対 して

透過率が最大になるように構成する。 これによ り、波長 4 0 5 n m の入射光

束 に対 して 4 分割受光領域 1 4 0 、第 1 のサ プビ一厶受光領域 1 4 1 a 及び

第 1 のサ プビ一厶受光領域 1 4 b での透過率 は 9 9 % 以上 とすることがで

き、光検 出器 1 2 0 の受光感度 （m A W ) を大幅 に向上 させることがで

きる。 また、反射率の低 い多層の光デ ィスク 3 1 の再生時においても、 R F

信号の S / N を大幅 に向上 させることが可能 となる。

[01 08] なお、実施の形態 2 では、 R F 信号は、 4 分割受光領域 1 4 0 で受光 した

光束 に対応する信号 を加算 した加算信号か ら作成 しているが、 R F 信号 を作



成するための光束 を専用に受光する R F 信号受光領域 を設 けてもよい し、第

1 のサ プビ一厶受光領域 1 4 a 及び第 1 のサ プビ一厶受光領域 1 4 匕で

受光 した光束か らR F 信号 を作成 してもよい。

[01 09] なお、実施の形態 2 では、 シ リン ドリカル レンズ 1 0 8 の光束入射側 にシ

リン ドリカル面 1 0 8 a が形成 され、光束出射側 に凹 レンズ面 1 0 8 b が形

成 されているが、本発明は特 にこれに限定されず、 シ リン ドリカル レンズ 1

0 8 の光束入射側 に凹 レンズ面が形成 され、光束出射側 にシ リン ドリカル面

が形成 されてもよい。

[01 10] (実施 の形態 3 )

次 に、本発明の実施の形態 3 について説明する。

[01 11] 実施 の形態 3 における光学へ ッ ドは、実施の形態 2 と トラッキングエラ一

信号の検 出方式が異なる。実施の形態 2 では回折格子 1 0 2 を用いたいわゆ

る 3 ビーム法で トラッキングェラ一信号 を検 出 しているが、実施の形態 3 で

はホ ログラム素子を用いたいわゆる 1 ビーム法 （A P P ( ア ドバ ンス ドプッ

シュプル）法）で トラッキングエラ一信号 を検 出 している。 また、 トラツキ

ングエラー信号の検 出方式の変更に伴 い、受光部 1 2 3 の各受光領域の配置

が異なる。

[01 12] 図 1 4 は、本発明の実施の形態 3 における光学へ ッ ドの光学系の構成 を示

す図である。図 1 4 において、光学へ ッ ド1 3 は、半導体 レーザ 1 0 1 、 ビ

—ムスプ リッタ 1 0 3 、 コ リメ一タ レンズ 1 0 4 、対物 レンズ 1 0 5 、対物

レンズァクチ ユ エ 一 タ 1 0 6 、 シ リン ドリカル レンズ 1 0 8 、 ホ ログラム素

子 1 5 0 、金属製ホル ダ 1 1 0 、光検 出器 2 2 0 及び F P C 基板 1 2 6 を備

える。

[01 13] 半導体 レーザ 1 0 1 は、発振波長約 4 0 5 n m の光束 を出射する。ホ ログ

ラム素子 1 5 0 は、 ビ一ムスプ リッタ 1 0 3 とシ リン ドリカル レンズ 1 0 8

との間に配置 され、入射光束 を、 いわゆる 1 ビーム法 （A P P 法）によ り 卜

ラッキングエラ一信号 を生成するための光束 に分割する。

[01 14] 半導体 レーザ 1 0 1 を出射 した光束は、 ビ一ムスプ リッタ 1 0 3 で反射 さ



れた後、 コ リメ一タ レンズ 1 0 4 で平行光束 に変換 され、対物 レンズ 1 0 5

に入射する。対物 レンズ 1 0 5 は、半導体 レーザ 1 0 1 か ら出射 した光束 を

光デ ィスク 2 1 に集光する。対物 レンズ 1 0 5 は、対物 レンズァクチ ユエ 一

タ 1 0 6 (詳細 は図示せず）によ り光軸方向 （フ ォーカス方向）及び光デ ィ

スク 2 1 の トラッキング方向 （ラジアル方向）に駆動 される。

[01 15] 光デ ィスク 2 の記録層で反射及び回折 された光束は、再び対物 レンズ 1

0 5 及び コ リメ一タ レンズ 1 0 4 を透過 し、 ビ一ムスプ リッタ 1 0 3 に入射

する。 ビ一ムスプ リッタ 1 0 3 を透過 した光束は、ホ ログラム素子 1 5 0 に

よつて複数 に分割 され、 シ リン ドリカル レンズ 1 0 8 に入射する。 シ リン ド

リカル レンズ 1 0 8 は、光デ ィスク 2 1 で反射 された反射光束 に非点収差 を

発生させる。 シ リン ドリカル レンズ 1 0 8 を透過 した光束は、光検 出器 2 2

0 に入射する。光検 出器 2 2 0 は、 シ リン ドリカル レンズ 1 0 8 によって非

点収差が発生 した反射光束 を検 出する。

[01 16] 図 1 5 は、 図 1 4 に示すホ ログラム素子 1 5 0 の構成 を示す図である。図

5 において、実線 はホ ログラム素子 1 5 0 の分割パ ター ンを示 し、破線 は

ホ ログラム素子 1 5 0 を通過する光束の形状 を示す。ホ ログラム素子 1 5 0

は、 メインビームが入射するメインビーム領域 1 5 と、光デ ィスク 2 (

3 ) の記録層で回折 された士 1 次光 と 0 次光 との干渉光が入射する第 1 及

び第 2 の A P P メイン領域 1 5 2 及び 1 5 3 と、 0 次光のみが入射する第 1

及び第 2 の A P P サ プ領域 1 5 4 及び 1 5 5 とを含む。なお、実施の形態 3

における検 出光学系の横倍率 （ ) は、実施の形態 2 と同様の 1 4 倍〜 1 6

倍 とする。

[01 17] 図 1 6 ( A ) は、本発明の実施の形態 3 における光検 出器の構成 を示す側

面図であ り、図 1 6 ( B ) は、本発明の実施の形態 3 における光検 出器の構

成 を示す正面図である。図 1 6 ( A ) 及び図 1 6 ( B ) において、光検 出器

2 2 0 は、半導体シ リコン 2 、接着層 1 2 4 、 ガラスパ ッケージ 1 2 5

、多層反射防止層 1 2 8 及び信号出力部 1 3 0 を備 える。半導体 シ リコ ン 2

2 1 は、受光部 2 2 3 及び演算回路 1 2 2 を備 える。なお、図 1 6 ( B ) に



おける斜線 は、接着層 1 2 4 が形成 される領域 を示 している。 また、接着層

1 4 と半導体シ リコン 1 2 1 との間には実施の形態 1 と同一仕様の多層反

射防止層 1 2 8 が構成 されている。

[01 18] 半導体 シ リコ ン 2 2 1 には、受光部 2 2 3 、演算回路 1 2 2 及び信号出力

部 1 3 0 が形成 され、 ガラスパ ッケージ 1 2 5 は、半導体シ リコン 2 2 1 上

に接着層 1 2 4 によ り貼 り合わされる。半導体 シ リコ ン 2 2 1 の光入射側の

面 には、受光部 2 2 3 及び演算回路 1 2 2 が形成 され、光入射側の面 に対向

する面 には、信号出力部 1 3 0 が形成 されている。光検 出器 2 2 0 の受光部

2 2 3 以外の構成 は、実施の形態 1 の光検 出器 1 2 0 の構成 と同 じである。

[01 19] 受光部 2 2 3 は、光デ ィスク 2 1 で反射 された反射光束 を受光する。演算

回路 1 2 2 は、受光部 2 2 3 で受光 した反射光束 を光電変換することによ り

得 られた電気信号 に所定の演算 を施す。 ガラスパ ッケージ 1 2 5 は、受光部

2 2 3 及び演算回路 1 2 2 を被覆する。

[01 20] 受光部 2 2 3 は、 4 分割受光領域 2 4 0 、第 1 の A P P メインビ一厶受光

領域 1 5 6 、第 2 の A P P メインビ一厶受光領域 1 5 7 、第 1 の A P P サ ブ

ビ一厶受光領域 1 5 8 及び第 2 の A P P サ プビ一厶受光領域 1 5 9 を含む。

[01 2 1 ] ホ ログラム素子 1 5 0 の各分割領域 を透過 した光束がそれぞれの受光領域

に入射する。 メインビーム領域 1 5 を透過 した光束 （メインビーム 1 4 2

) は、 4 分割受光領域 2 4 0 に入射する。第 1 及び第 2 の A P P メイン領域

1 5 2 及び 1 5 3 を透過 した光束 （A P P メインビーム 1 6 5 ) は、第 1 の

A P P メインビ一厶受光領域 1 5 6 及び第 2 の A P P メインビ一厶受光領域

5 7 に入射する。第 1 及び第 2 の A P P サ ブ領域 1 5 4 及び 1 5 5 を透過

した光束 （A P P サ ブビーム 1 6 6 ) は、第 1 の A P P サ プビ一厶受光領域

5 8 及び第 2 の A P P サ プビ一厶受光領域 1 5 9 に入射する。

[01 22] 4 分割受光領域 2 4 0 の対角の和信号の差動が演算 されることで フ ォー 力

スエラ一信号が生成 され、 4 分割受光領域 2 4 0 の全ての信号の和が演算 さ

れることで R F 信号が生成 される。

[01 23] —方、 トラッキングエラ一信号は、第 1 及び第 2 の A P P メインビ一厶受



光領域 1 5 6 ， 5 7 の互 いの信号の差動 を求めることでいわゆるプッシュ

プル信号が生成 され、生成 したプッシュプル信号 と第 1 及び第 2 の A P P サ

プビ一厶受光領域 1 5 8 ， 1 5 9 の信号 とが演算 されることで、 いわゆる A

P P 法 における トラッキングエラ一信号が生成 される。

[01 24] この とき、 トラッキングエラ一信号 を生成するための受光領域である、第

1 及び第 2 の A P P メインビ一厶受光領域 1 5 6 ， 1 5 7 及び第 1 及び第 2

の A P P サ プビ一厶受光領域 1 5 8 ， 1 5 9 に、他層迷光が入射 しないよう

に、 4 分割受光領域 2 4 0 、第 1 及び第 2 の A P P メインビ一厶受光領域 1

5 6 ， 1 5 7 及び第 1 及び第 2 の A P P サ プビ一厶受光領域 1 5 8 ， 1 5 9

は、互いの距離 を離 して配置 される。 また、光学ヘ ッ ド1 3 の薄型化のため

に、 それぞれの受光領域 は、 L 型 に配置 される。 この とき、光軸 中心 は 4 分

割受光領域 2 4 0 の中心 となる。図 1 7 は、本発明の実施の形態 3 における

トラッキングエラ一信号の演算方法 について説明するための図である。

[01 25] 実施 の形態 3 において、 トラッキングエラ一信号は、下記の式 （3 ) に基

づいて算出される。

[01 26] トラ ッキングエラ一信号 = ( B 1 — B 2 ) - k ( B 3 — B 4 ) ( 3

)

[01 27] なお、上記の式 （3 ) において、 B 1 は、第 1 の A P P メインビ一厶受光

領域 1 5 6 の出力を表 し、 B 2 は、第 2 の A P P メインビ一厶受光領域 1 5

7 の出力を表 し、 B 3 は、第 1 の A P P サ プビ一厶受光領域 1 5 8 の出力を

表 し、 B 4 は、第 2 の A P P サ プビ一厶受光領域 1 5 9 の出力を表 し、 k は

ゲインを表す。なお、ゲイン k は、通常、 0 . 5 ~ 5 に設定される。

[01 28] この構成 によ り、 A P P 法 によ り トラッキングエラ一信号が検 出される光

学ヘ ッ ドにおいても、光検 出器 を大幅 に小型化で きるとともに、 トラッキン

グェラ一信号は他層迷光 による干渉の影響のなぃサ一ボ信号 とな り、安定 し

た記録性能及び再生性能 を有 した光学ヘ ッ ドを実現で きる。 また、波長 4 0

5 n m の入射光束 に対 して S / N の良い R F 信号 を実現することが可能 とな

る。 さ らに、 A P P 法 によ り トラッキングエラ一信号が検 出される光学へ ッ



ドにおいても、小型化することがで き、かつ多層の光デ ィスク 3 1 に対応す

ることが可能 となる。

[01 29] なお、本実施の形態 において、 4 分割受光領域 2 4 0 が第 1 の受光領域の

—例 に相 当 し、第 1 及び第 2 の A P P メインビ一厶受光領域 1 5 6 ， 1 5 7

及び第 1 及び第 2 の A P P サ プビ一厶受光領域 1 5 8 ， 5 9 が第 2 の受光

領域の一例 に相 当する。

[01 30] なお、実施の形態 2 及び実施の形態 3 において、多層反射防止層 1 2 8 は

半導体シ リコン 1 2 1 ( ) と接着層 1 2 4 との間に構成 され、半導体

シ リコン 1 2 1 ( ) の光束入射側の表面の全面 に蒸着 されると してい

るが、本発明は特 にこれに限定されない。図 1 8 ( A ) は、本発明の実施の

形態 2 における光検 出器の多層反射防止膜の別の例 を示す図であ り、図 1 8

( B ) は、本発明の実施の形態 3 における光検 出器の多層反射防止膜の別の

例 を示す図である。

[01 3 1 ] 図 1 8 ( A ) 又 は図 1 8 ( B ) に示すように、多層反射防止層 1 2 8 は、

R F 信号 を生成するための 4 分割受光領域 1 4 0 ( 2 4 0 ) の表面のみに形

成 される、 3 つの反射防止膜 を有する第 1 の反射防止層 1 2 8 x と、 4 分割

受光領域 1 4 0 ( 2 4 0 ) の表面以外の領域 に形成 される、 2 つ又は 1 つの

反射防止膜 を有する第 2 の反射防止層 1 2 8 y とを含む構成 と してもよい。

[01 32] すなわち、少な くとも 4 分割受光領域 1 4 0 ( 2 4 0 ) 上 の 多層反射防止

層は、 3 層以上の反射防止膜か らな り、 4 分割受光領域 1 4 0 ( 2 4 0 ) 以

外の半導体 シ リコ ン 1 2 1 ( ) 上 の少な くとも一部の多層反射防止層

は、単層又は 2 層の反射防止膜か らなる。

[01 33] この構成 によ り、多層反射防止層 1 2 8 の 3 つの反射防止膜 を蒸着する部

分の面積 を大幅 に低減することが可能 となる。 また、反射防止膜の蒸着 に要

する時間及び工数の大幅な削減が可能 となるとともに、各反射防止膜の厚 さ

及び屈折率の仕様 を緩和することが可能 となる。

[01 34] なお、多層反射防止層 1 2 8 の 3 層部分 （第 1 の反射防止層 1 2 8 x ) は

、光束入射側か ら順 に、 シ リコ ン系窒化膜、 シ リコ ン系酸化膜及びシ リコ ン



系窒化膜で構成 される。 シ リコン系窒化膜の屈折率 は 2 . 0 7 であ り、 シ リ

コン系酸化膜の屈折率 は 1 . 4 7 であ り、 シ リコン系窒化膜及びシ リコン酸

化膜の屈折率 はともに± 5 % の屈折率変化 を有する。 また、多層反射防止層

1 2 8 の 3 層部分 （第 1 の反射防止層 1 2 8 x ) の各反射防止膜の厚 さは、

光束入射側か ら順 に、 4 4 . 1 n m、 7 3 . 6 门 及び 4 7 . 1 n m であ り

、各反射防止膜 はともに± 1 0 % の厚み変化 を有 している。 また、第 1 の反

射防止層 1 2 8 x は、 3 つの反射防止膜 に限定されず、 4 つ以上の反射防止

膜 を有 していてもよい。

[01 35] また、多層反射防止層 1 2 8 の 2 層部分 （第 2 の反射防止層 1 2 8 y ) は

、光束入射側か ら順 に、 シ リコン系酸化膜及びシ リコン系窒化膜で構成 され

る。 シ リコン系窒化膜の屈折率 は 2 . 0 7 であ り、 シ リコン系酸化膜の屈折

率 は 1 . 4 7 であ り、 シ リコン系窒化膜及びシ リコン酸化膜の屈折率 はとも

に± 5 % の屈折率変化 を有する。 また、多層反射防止層 1 2 8 の 2 層部分 （

第 2 の反射防止層 1 2 8 y ) の各反射防止膜の厚 さは、光束入射側か ら順 に

、 7 3 . 6 n m 及び 4 7 . 1 n m であ り、各反射防止膜 はともに± 1 0 % の

厚み変化 を有 している。なお、第 2 の反射防止層 1 2 8 y が 1 つの反射防止

膜で構成 される場合、 当該反射防止膜 はシ リコン系窒化膜及びシ リコン酸化

膜のいずれかで構成 される。

[01 36] (実施 の形態 4 )

次 に、本発明の実施の形態 4 について説明する。

[01 37] 実施 の形態 4 の光学へ ッ ドが実施の形態 2 及び実施の形態 3 と異なる点は

、 4 0 5 n m の波長 を有する光 を出射する B D 用の光源だけでな く、 6 5 0

n m の波長 を有する光 を出射する D V D 用の光源及び 7 8 0 n m の波長 を有

する光 を出射するC D 用の光源 を搭載 し、多層の B D 、 D V D 及び C D に対

応可能な構成 と した点である。

[01 38] 図 1 9 は、本発明の実施の形態 4 における光学へ ッ ドの光学系の構成 を示

す図である。図 1 9 において、光学へ ッ ド1 4 は、回折格子 1 0 2 、 ビーム

ス プ リッタ 1 0 3 、 コ リメ一 タ レンズ 1 0 4 、対物 レンズ 1 0 5 、対物 レン



ズァクチユエ一タ 1 0 6 、シ リン ドリカル レンズ 1 0 8 、金属製ホルダ 1 1

0 、光検出器 3 2 0 、 「？〇基板 1 2 6 、ホログラム素子 1 5 0 、平板 ビ一

ムスプ リッタ 1 7 0 、青色半導体 レーザ 1 9 及び 2 波長半導体 レーザ 1 9

2 を備える。

[01 39] 青色半導体 レーザ 1 9 1 は、 4 0 5 n mの波長を有する青色光を出射する

。 2 波長半導体 レーザ 1 9 2 は、 6 5 0 n mの波長を有する赤色光を出射す

るとともに、 7 8 0 n mの波長を有する赤外光を出射する。

[0140] 平板 ビ一ム ス プ リッタ 1 7 0 は、 2 波長半導体 レーザ 1 9 2 か ら出射され

た赤色光又は赤外光を対物 レンズ 1 0 5 へ向けて反射させるとともに、光デ

イスク 2 1 ( 3 1 ) によって反射された反射光 （青色光、赤色光又は赤外光

) を透過させる。光検出器 3 2 0 は、シ リン ドリカル レンズ 1 0 8 によって

非点収差が発生 した反射光束を検出する。

[0141 ] このような、 3 波長の光源 を搭載 した光学ヘ ッ ド1 4 の光検出器 3 2 0 の

構成 について図 2 0 を用いて説明する。図 2 0 は、本発明の実施の形態 4 に

おける光検出器の構成 を示す正面図である。

[0142] 光検出器 3 2 0 は、半導体シ リコ ン 3 2 1 、接着層 1 2 4 、多層反射防止

層 （不図示）及びガラスパ ッケージ （不図示）を備える。 また、半導体シ リ

コ ン 3 2 1 は、受光部 3 2 3 、演算回路 1 2 2 及び信号出力部 （不図示）を

含む。なお、図 2 0 における斜線は、接着層 1 2 4 が形成 される領域 を示 し

ている。

[0143] ガラスパ ッケージは、多層反射防止層上に接着層 1 2 4 により貼 り合わさ

れる。半導体シ リコン3 2 1 の光入射側の面には、受光部 3 2 3 及び演算回

路 1 2 2 が形成 され、光入射側の面に対向する面には、信号出力部が形成 さ

れている。接着層 1 2 4 は、半導体シ リコン3 2 1 の表面の全面に形成 され

ている。光検出器 3 2 0 の受光部 3 2 3 以外の構成は、実施の形態 1 の光検

出器 1 2 0 の構成 と同 じである。

[0144] 受光部 3 2 3 は、光デ ィスク 2 1 ( 3 1 ) で反射された反射光束を受光す

る。演算回路 1 2 2 は、受光部 3 2 3 で受光 した反射光束を光電変換するこ



とにより得 られた電気信号に所定の演算を施す。ガラスパッケージは、受光

部 3 2 3 及び演算回路 1 2 2 を被覆する。

[0145] 受光部 3 2 3 は、第 1 の4 分割受光領域 1 8 0 、第 2 の4 分割受光領域 1

6 1、第 1 のA P P メインビ一厶受光領域 1 5 6 、第 2 のA P P メインビ一

厶受光領域 1 5 7 、第 1 のA P Pサプビ一厶受光領域 1 5 8 、第 2 のA P P

サプビ一厶受光領域 1 5 9 、第 1 のサプビ一厶受光領域 1 6 0 a 、第 2 のサ

プビ一厶受光領域 1 6 0 b 、第 3 のサプビ一厶受光領域 1 6 2 a 及び第4 の

サプビ一厶受光領域 1 6 2 b を含む。

[0146] 第 1 の4 分割受光領域 1 8 0 は、 4 0 5 n mの波長を有する青色光のメイ

ンビ一厶 1 4 2 を受光するとともに、 6 5 0 n mの波長を有する赤色光のメ

インビーム 2 4 2 を受光する。第 1及び第 2 のA P P メインビ一厶受光領域

1 5 6 ， 1 5 7 は、 4 0 5 n mの波長を有する青色光のA P P メインビーム

6 5 を受光する。第 1及び第 2 のA P Pサプビ一厶受光領域 1 5 8 ， 1 5

9 は、 4 0 5 n mの波長を有する青色光のA P Pサブビーム 1 6 6 を受光す

る。

[0147] 第 1 のサプビ一厶受光領域 1 6 0 a は、 6 5 0 n mの波長を有する赤色光

の第 1 のサブビーム 2 4 3 a を受光 し、第 2 のサプビ一厶受光領域 1 6 0 b

は、 6 5 0 n mの波長を有する赤色光の第 2 のサブビーム 2 4 3 b を受光す

る。メインビーム 2 4 2 に基づいてフォーカスエラ一信号が検出されるとと

もに、メインビーム 2 4 2 のプッシュプル信号と第 1 のサブビーム 2 4 3 a

及び第 2 のサブビーム 2 4 3 b の信号とに基づいていわゆる3 ビーム法にお

ける トラッキングェラ一信号が検出される。

[0148] さらに、第 2 の4 分割受光領域 1 6 1 は、 7 8 0 n mの波長を有する赤外

光のメインビーム 3 4 2 を受光する。第 3 のサプビ一厶受光領域 1 6 2 a は

7 8 0 n mの波長を有する赤外光の第 1 のサブビーム 3 4 3 a を受光 し、

第4 のサプビ一厶受光領域 1 6 2 b は、 7 8 0 n mの波長を有する赤外光の

第 2 のサブビーム 3 4 3 b を受光する。メインビーム 3 4 2 に基づいてフ才

—カスエラ一信号が検出されるとともに、メインビーム 3 4 2 のプッシュプ



ル信号と第 1 のサブビーム 3 4 3 a 及び第 2 のサブビーム 3 4 3 b の信号と

に基づいていわゆる3 ビーム法における トラッキングエラ一信号が検出され

る。

[0149] 第 1 の4 分割受光領域 1 8 0 で受光された波長 4 0 5 n m及び波長 6 5 0

n mの光束の光量に基づいて B D及び D V Dの R F信号がそれぞれ生成され

る。また、第 2 の4 分割受光領域 1 6 1 で受光された波長 7 8 0 n mの光束

の光量に基づいてC Dの R F信号が生成される。

[01 50] このとき、 B D及び D V Dの R F信号を検出するための第 1 の4 分割受光

領域 1 8 0 の上面のみが、 3 つの反射防止膜を有する第 1 の反射防止層 1 2

8 x で構成され、第 1 の4 分割受光領域 1 8 0 以外の領域が、 2 つの反射防

止膜を有する第 2 の反射防止層 1 2 8 y で構成される。

[01 5 1 ] 実施の形態 4 の構成により、それぞれ異なる3 つの波長の光束に対応 した

光ディスク （B D、D V D又はC D ) に対 して情報を記録又は再生すること

が可能となるとともに、単層又は 2 層の光ディスク2 1 のみでなく、多層の

光ディスク3 に対 して情報を記録又は再生することも可能となる。 したが

つて、記録特性及び再生特性にすぐれ、且つ小型の光学ヘッド及び光デイス

ク ドライプを実現できる。

[01 52] なお、本実施の形態において、第 1 の4 分割受光領域 1 8 0 が第 1 の受光

領域の一例に相当し、第 1及び第 2 のA P P メインビ一厶受光領域 1 5 6 ，

5 7 及び第 1及び第 2 のA P Pサプビ一厶受光領域 1 5 8 ， 1 5 9 が第 2

の受光領域の一例に相当する。

[01 53] なお、実施の形態 4 におけるB Dの トラッキングエラ一信号検出方式は 1

ビーム法 （A P P法）としているが、 3 ビーム法でもよいことはいうまでも

ない。

[01 54] (実施の形態 5 )

次に、本発明の実施の形態 5 について説明する。

[01 55] 実施の形態 5 が実施の形態 1 〜実施の形態 4 と異なる点は、受光部 1 2 3

, 2 3 , 3 2 3 の透過率を上げることにより再生信号のS / N を向上させ



るのでは く、演算回路 1 2 2 で生成する再生信号の ノイズ レベル を低減する

ことによ り再生信号の S / N を向上 させる点である。

[01 56] 図 2 1 は、 図 2 0 における光検 出器 3 2 0 の演算回路 1 2 2 の部分的な構

成 を示す図である。なお、実施の形態 5 における光学ヘ ッ ド及び光検 出器の

構成 は、実施の形態 4 における光学へ ッ ド1 4 及び光検 出器 3 2 0 の構成 と

同 じである。

[01 57] 図 2 1 において、受光領域 1 8 0 a は、 図 2 0 における第 1 の 4 分割受光

領域 1 8 0 の内の 1 c h の受光領域 を示 したものであ り、 B D 用及び D V D

用の光束 を受光する。第 1 の 4 分割受光領域 1 8 0 は、 4 つの受光領域 1 8

0 a , 1 8 0 b ， 1 8 0 c ， 1 8 0 d を含む。

[01 58] —方、受光領域 1 6 1 a は、 図 2 0 における第 2 の 4 分割受光領域 1 6

の内の 1 c h の受光領域 を示 したものであ り、 C D 用の光束 を受光する。第

2 の 4 分割受光領域 1 6 1 は、 4 つの受光領域 1 8 0 a ， 8 0 b , 1 8 0

c ， 8 0 d を含む。

[01 59] 演算回路 1 2 2 は、第 1 の差動増幅回路 1 8 2 、第 2 の差動増幅回路 1 8

3 、電圧増幅回路 1 8 4 及びスィ ッチ 1 8 5 を備 える。第 1 の差動増幅回路

1 8 2 は、 B D 用及び D V D 用の初段の電流 / 電圧変換回路 （I / V アンプ

) の一部 を示 している。第 1 の差動増幅回路 1 8 2 は、受光領域 1 8 0 a で

受光 した光量 に応 じて発生する電流 を増幅ゲインによ り電圧 に変換する。す

なわち、第 1 の差動増幅回路 1 8 2 は、受光領域 1 8 0 a で受光 した光束の

光量 に応 じた電流 を、あ らか じめ設定された複数のゲインモ一 ドに基づいて

電圧 に変換する。

[01 60] 第 1 の差動増幅回路 1 8 2 は、差動 アンプ 4 1 、第 1 〜第 3 の増幅ゲイン

4 2 ， 4 3 ， 4 4 、第 1 〜第 3 のスィ ッチ 4 5 ， 4 6 ， 4 7 及びバイアス電

流出力部 4 8 を備 える。

[01 6 1 ] 差動 アンプ 4 1 は、複数のゲインモー ドで共有 される。第 1 〜第 3 の増幅

ゲイン4 2 ， 4 3 ， 4 4 はそれぞれあ らか じめ決定された抵抗値 を有 し、例

えば、第 1 〜第 3 の増幅ゲイン4 2 ， 4 3 ， 4 4 の抵抗値 は、 それぞれ 1 0



0 Κ Ω、 5 0 Κ Ω 及び 3 0 Κ Ω である。

[01 62] 第 1 のスィ ッチ 4 5 は、差動 アンプ 4 1 と第 1 の増幅ゲイン4 2 とを接続

し、第 2 のスィ ッチ 4 6 は、差動 アンプ 4 1 と第 2 の増幅ゲイン4 3 とを接

続 し、第 3 のスィ ッチ 4 7 は、差動 アンプ 4 1 と第 3 の増幅ゲイン4 4 とを

接続する。

[01 63] ここで、光検 出器 1 2 0 は、複数のゲインモー ドを切 り替えるためのゲイ

ンモ一 ド切替信号が入力されるゲイン設定端子部 をさ らに備 える。図 2 2 は

、本発明の実施の形態 5 における光検 出器 1 2 0 の裏面図である。図 2 2 に

示すように、半導体 シ リコ ン 1 2 1 の光入射側の面 に対向する面 には、信号

出力部 1 3 0 とともに、ゲイン設定端子部 1 3 1 が形成 されている。演算回

路 1 2 2 には、ゲイン設定端子部 1 3 を介 して、複数のゲインモー ドを切

り替えるためのゲインモー ド切替信号が入力される。本実施の形態では、複

数のゲインモ一 ドは、例 えば 3 つのゲインモ一 ドを含み、ゲインモ一 ド切替

信号 に応 じて、第 1 〜第 3 のスィ ッチ 4 5 ， 4 6 ， 4 7 のいずれかがオ ンさ

れる。バイアス電流出力部 4 8 は、差動 アンプ 4 1 にバイアス電流 を出力す

る。

[01 64] 第 2 の差動増幅回路 1 8 3 は、 C D 用の初段の電流 / 電圧変換回路 （I /

V アンプ）の一部 を示 している。第 2 の差動増幅回路 1 8 3 は、受光領域 1

6 a で受光 した光量 に応 じて発生する電流 を増幅ゲインによ り電圧 に変換

する。第 2 の差動増幅回路 1 8 3 は、差動 アンプ 5 1 、第 1 〜第 3 の増幅ゲ

イン 5 2 ， 5 3 ， 5 4 、第 1 〜第 3 のスィ ッチ 5 5 ， 5 6 ， 5 7 及びバイァ

ス電流出力部 5 8 を備 える。

[01 65] 差動 アンプ 5 は、複数のゲインモー ドで共有 される。第 1 〜第 3 の増幅

ゲイン 5 2 ， 5 3 ， 5 4 はそれぞれあ らか じめ決定された抵抗値 を有 し、例

えば、第 1 〜第 3 の増幅ゲイン 5 2 ， 5 3 ， 5 4 の抵抗値 は、 それぞれ 1 0

Ο Κ Ω、 5 0 Κ Ω 及び 3 0 Κ Ω である。

[01 66] 第 1 のスィ ッチ 5 5 は、差動 アンプ 5 1 と第 1 の増幅ゲイン 5 2 とを接続

し、第 2 のスィ ッチ 5 6 は、差動 アンプ 5 1 と第 2 の増幅ゲイン 5 3 とを接



続 し、第 3 のスィ ッチ 5 7 は、差動 アンプ 5 と第 3 の増幅ゲイン 5 4 とを

接続する。演算回路 1 2 2 には、ゲイン設定端子部 1 3 を介 して、複数の

ゲインモ一 ドを切 り替えるためのゲインモ一 ド切替信号が入力される。本実

施の形態では、複数のゲインモー ドは、例 えば 3 つのゲインモー ドを含み、

ゲインモー ド切替信号 に応 じて、第 1 〜第 3 のスィ ッチ 5 5 ， 5 6 ， 5 7 の

いずれかがオ ンされる。バイアス電流出力部 5 8 は、差動 アンプ 5 1 にバイ

ァス電流 を出力する。

[01 67] 電圧増幅回路 1 8 4 は、差動 アンプ 6 1 及び第 1 〜第 3 の増幅ゲイン 6 2

， 6 3 ， 6 4 の設定値 によ り、最適な振幅の R F 出力 となるように、第 1 の

差動増幅回路 1 8 2 及び第 2 の差動増幅回路 1 8 3 か ら出力される再生信号

を増幅する。電圧増幅回路 1 8 4 は、差動 アンプ 6 1 、第 1 〜第 3 の増幅ゲ

イン 6 2 ， 6 3 ， 6 4 、第 1 〜第 3 のスィ ッチ 6 5 ， 6 6 ， 6 7 及びバイァ

ス電流出力部 6 8 を備 える。

[01 68] 差動 アンプ 6 1 は、複数のゲインモー ドで共有 される。第 1 〜第 3 の増幅

ゲイン 6 2 ， 6 3 ， 6 4 はそれぞれあ らか じめ決定された抵抗値 を有 し、例

えば、第 1 〜第 3 の増幅ゲイン 6 2 ， 6 3 ， 6 4 の抵抗値 は、 それぞれ 1 0

Ο Κ Ω、 5 0 Κ Ω 及び 3 0 Κ Ω である。

[01 69] 第 1 のスィ ッチ 6 5 は、差動 アンプ 6 1 と第 1 の増幅ゲイン 6 2 とを接続

し、第 2 のスィ ッチ 6 6 は、差動 アンプ 6 1 と第 2 の増幅ゲイン 6 3 とを接

続 し、第 3 のスィ ツチ 6 7 は、差動 アンプ 6 と第 3 の増幅ゲイン 6 4 とを

接続する。演算回路 1 2 2 には、ゲイン設定端子部 1 3 を介 して、複数の

ゲインモ一 ドを切 り替えるためのゲインモ一 ド切替信号が入力される。本実

施の形態では、複数のゲインモー ドは、例 えば 3 つのゲインモー ドを含み、

ゲインモー ド切替信号 に応 じて、第 1 〜第 3 のスィ ッチ 6 5 ， 6 6 ， 6 7 の

いずれかがオ ンされる。バイアス電流出力部 6 8 は、差動 アンプ 6 1 にバイ

ァス電流 を出力する。

[01 70] スィ ッチ 1 8 5 は、第 1 の差動増幅回路 1 8 2 及び第 2 の差動増幅回路 1

8 3 と電圧増幅回路 1 8 4 との間に配置 され、 B D 又 は D V D に対 して情報



を記録又は再生する場合、第 1 の差動増幅回路 1 8 と電圧増幅回路 1 8 4

とを接続 し、 C D に対 して情報 を記録又は再生する場合、第 2 の差動増幅回

路 1 8 3 と電圧増幅回路 1 8 4 とを接続する。

[01 7 1 ] 例 えば、受光領域 1 8 0 a は、波長 4 0 5 n m の光束 に対 して、 0 . 3 A

/ W の放射感度 を有 している。増幅ゲイン 4 2 の抵抗値が 1 Ο Ο Κ Ω である

場合、 I / V 変換ゲインは 3 O m V W となる。 この とき、仮 に、波長 4

0 5 n m の光束が 1 O W 入射 した とき、第 1 の差動増幅回路 1 8 2 は、 3

O O m V の電圧 を出力 し、電圧増幅回路 1 8 4 は、第 1 の差動増幅回路 1 8

2 によって出力された電圧 をさ らに増幅 し、 R F 信号 と して出力する。

[01 72] 図 2 1 で示 した受光領域 1 8 0 a は、 4 分割受光領域 1 8 0 の うちの 1 c

h であ り、 4 分割受光領域 1 8 0 は、 4 つの受光領域 1 8 0 a ， 8 0 b ,

8 0 c , 8 0 d を含み、演算回路 1 2 2 は、各受光領域 1 8 0 a ， 1 8

O b ， 8 0 c , 1 8 0 d に接続 される 4 つの第 1 の差動増幅回路 1 8 2 を

備 える。 そのため、実際には、 4 つの第 1 の差動増幅回路 1 8 2 か ら出力さ

れた信号が全て加算 され、電圧増幅回路 1 8 4 に入力され、電圧増幅回路 1

8 4 か ら R F 信号 （再生信号） と して出力される。

[01 73] なお、 4 分割受光領域 1 6 は、 4 つの受光領域 1 6 1 a ， 6 b ,

6 c , 1 6 1 d を含み、演算回路 1 2 2 は、各受光領域 1 6 1 a ， 1 6 1

b ， 6 c , 1 6 1 d に接続 される 4 つの第 2 の差動増幅回路 1 8 3 を備

える。

[01 74] 第 1 〜第 3 の増幅ゲイン 4 2 ， 4 3 ， 4 4 の うち、第 1 の増幅ゲイン 4 2

の増幅率が最 も大 きい。 そのため、第 1 の増幅ゲイン 4 2 は、反射率の低 い

多層の B D (光デ ィスク 3 1 ) の再生に用い られる。一方、第 2 の増幅ゲイ

ン 4 3 は、比較的反射率の高い単層又は 2 層の B D (光デ ィスク 2 1 ) の再

生に用い られ、増幅率の最 も低 い第 3 の増幅ゲイン 4 4 は、光デ ィスク 2 1

又は多層の光デ ィスク 3 1 の記録 に用い られる。なお、 D V D の場合は別途

又 さ な 。

[01 75] また、電圧増幅回路 1 8 4 の増幅ゲインについても上記 と同様 に設定され



る。

[01 76] ここで、光検 出器 1 2 0 を小型化する場合、演算回路 1 2 2 の面積 は限 ら

れるため、サイズの観点よ り増幅ゲインの総数 は限 られる。 そこで、多層の

光デ ィスク 3 か ら情報 を再生する際、再生信号の ノイズを下げて再生信号

の S / N を向上 させるために、差動 アンプ 4 のバイアス電流 4 9 の値 を下

げるように差動 アンプ 4 内部の抵抗 を切 り替える低 ノイズモー ドを追加す

る。すなわち、差動 アンプ 4 1 は、再生信号 に含 まれるノイズを低減する低

ノイズモ一 ドと、再生信号 に含 まれるノイズを低減 しない非低 ノイズモ一 ド

とを切 り替え、低 ノイズモ一 ドにおけるバイアス電流値 を非低 ノイズモ一 ド

におけるバイアス電流値 よ り小さ くする。

[01 77] 例 えば、多層の光デ ィスク 3 1 の反射率が比較的高 く、かつ高倍速で多層

の光デ ィスク 3 1 を再生する場合は、第 1 の増幅ゲイン4 2 を用い、差動 ァ

ンプ 4 1 は、非低 ノイズモー ドに切 り替え られ、バイアス電流値 を 2 0 0 从

A 程度 とする。一方、多層の光デ ィスク 3 1 の反射率が比較的低 く、かつ低

倍速で多層の光デ ィスク 3 を再生する場合は、第 1 の増幅ゲイン4 2 を用

し、、差動 アンプ 4 1 は、低 ノイズモー ドに切 り替え られ、バイアス電流値 を

1 0 0 A 程度 とする。

[01 78] この構成 によ り、初段の第 1 の差動増幅回路 1 8 2 のアンプノイズを 2 ~

3 d B m低減することが可能 とな り、 R F 信号 （再生信号）の ノイズ レベル

を大幅 に低減することがで き、多層の光デ ィスク 3 の再生においても S /

N に優れた再生信号 を実現で きる。 また、非低 ノイズモー ドと低 ノイズモ一

ドとで同一の第 1 の増幅ゲイン4 2 が用い られるので、非低 ノイズモ一 ドと

低 ノイズモー ドとで異なる増幅ゲインを設 ける必要が無 く、演算回路 1 2 2

の大幅な小型化 も実現で きる。

[01 79] また、差動 アンプ 4 1 は、複数のゲインモー ドの うちの最 もゲイン設定値

が高いゲインモー ド、すなわち第 1 の増幅ゲイン4 2 に切 り替える場合、低

ノイズモー ドに切 り替える。ゲイン設定値が高いほど、 ノイズが大 きくなる

ので、複数のゲインモ一 ドの うちの最 もゲイン設定値が高いゲインモ一 ドに



切 り替え られた場合、低 ノイズモー ドに切 り替えることによ り、 ノイズを低

減することがで き、再生信号の S / N を向上 させることがで きる。

[01 80] なお、本実施の形態 において、第 1 の差動増幅回路 1 8 2 が電流 / 電圧変

換回路の一例 に相 当 し、ゲイン設定端子部 1 3 がゲイン設定端子部の一例

に相 当 し、差動 アンプ 4 が差動 アンプの一例 に相 当する。

[01 8 1 ] 図 2 3 は、第 1 の差動増幅回路 1 8 2 の第 1 の増幅ゲイン4 2 を用いた非

低 ノイズモ一 ドと低 ノイズモ一 ドとにおけるアンプノイズを示す図である。

図 2 3 において、横軸 は周波数 を表 し、縦軸 はノイズ レベル を表す。図 2 3

では、低 ノイズモー ドにおける周波数 とノイズ レベル との関係 と、非低 ノィ

ズモー ドにおける周波数 とノイズ レベル との関係 とを示 している。 また、図

2 3 では、所定の受光感度で測定 した結果 を示すが、多層の光デ ィスク 3 1

を 2 倍速で再生する場合 に必要 とされる周波数帯域 （3 3 M H z 付近）では

2 d B ~ 3 d B の ノイズ低減が可能 となる。

[01 82] この とき、低 ノィズモ一 ドでは非低 ノィズモ一 ドに比べ、バイァス電流が

小さ くなるため、差動 アンプ 4 1 のアンプノイズは低減で きるが、 R F 信号

の周波数特性 （f 特）は低下する。低 ノイズモー ドでは、 3 d B 低下 した と

きの周波数が約 5 O M H z であるのに対 し、非低 ノイズモー ドでは、 3 d B

低下 した ときの周波数が約 1 0 0 M H z となる。

[01 83] なお、実施の形態 5 において、 D V D 用の光束 を受光する 4 分割受光領域

は B D 用の光束 を受光する 4 分割受光領域 と同 じと しているが、 B D 用の光

束 を受光する 4 分割受光領域 とC D 用の光束 を受光する 4 分割受光領域 とが

同 じでもよい し、 D V D 用の光束 を受光する 4 分割受光領域 とC D 用の光束

を受光する 4 分割受光領域 とが同 じでもよい。 また、本実施の形態では、光

検 出器は、 D V D 用の光束 を受光する 4 分割受光領域及び C D 用の光束 を受

光する 4 分割受光領域 を備 えているが、 B D 用の光束 を受光する 4 分割受光

領域のみを備 えても良い。

[01 84] また、初段の第 1 の差動増幅回路 1 8 2 は 3 つの増幅ゲインを有 している

が、用途 に合わせて増幅ゲインを増減 してもよいことは言 うまでもない。同



様 に、第 2 の差動増幅回路 1 8 3 及び電圧増幅回路 1 8 4 は、 それぞれ 3 つ

の増幅ゲインを有 しているが、用途 に合わせて増幅ゲインを増減 してもよい

[01 85] なお、実施の形態 5 において、初段の第 1 の差動増幅回路 1 8 2 はいわゆ

る反転増幅方式 と しているが、 いわゆる非反転増幅方式でもよい。同様 に、

第 2 の差動増幅回路 1 8 3 及び電圧増幅回路 1 8 4 は非反転増幅方式でもよ

い。

[01 86] なお、バイアス電流 4 9 を低減するときの差動 アンプ 4 1 内の抵抗の切 り

替えの指令 は、指令信号が外部 よ り入力されることで実現 される。図 2 2 に

示すように、光検 出器 1 2 0 は、低 ノイズモー ドと非低 ノイズモー ドとを切

り替えるための ノイズモー ド切替信号が入力されるノイズ設定端子部 1 3 2

をさ らに備 える。半導体シ リコン 1 2 の光入射側の面 に対向する面 には、

信号出力部 1 3 0 及びゲイン設定端子部 1 3 1 とともに、 ノイズ設定端子部

1 3 が形成 されている。演算回路 1 2 2 には、 ノィズ設定端子部 1 3 2 を

介 して、低 ノイズモ一 ドと非低 ノイズモ一 ドとを切 り替えるための ノイズモ

— ド切替信号が入力される。差動 アンプ 4 1 は、 ノイズモー ド切替信号 に応

じて内部の抵抗 を切 り替え、バイアス電流 を変化 させる。

[01 87] なお、実施の形態 5 において、低 ノイズモー ドにおけるバイアス電流値 は

、非低 ノイズモー ドにおけるバイアス電流値の 1 / 2 と しているが、 ノイズ

低減の観点よ り、低 ノィズモ一 ドにおけるバイァス電流値 は、非低 ノィズモ

— ドにおけるバイアス電流値の 2 / 3 以下であれば良い。

[01 88] また、第 1 の差動増幅回路 1 8 2 は、非低 ノイズモー ドに切 り替える場合

、 ノィズ低減の観点よ り、増幅ゲインが最 も大 きなゲインモ一 ドに設定する

ことが好 ま しい。

[01 89] なお、上述 した具体的実施形態 には以下の構成 を有する発明が主に含 まれ

ている。

[01 90] 本発明の一局面 に係 る光検 出器は、情報記録媒体で反射 された光束 を検 出

する光検 出器であ って、前記光束 を受光する受光部 と、前記受光部で受光 し



た光束 を光電変換することによ り得 られた電気信号 に所定の演算 を施す演算

部 とが形成 された基板 と、少な くとも前記受光部上及び前記演算部上 に形成

され、入射する前記情報記録媒体で反射 した光束の反射 を防止する複数の反

射防止膜 を含む多層反射防止層 と、前記多層反射防止層 を被覆するガラスパ

ッケージと、前記多層反射防止層 と前記 ガラスパ ッケージとを接着する接着

層 とを備 える。

[01 9 1 ] この構成 によれば、基板 には、光束 を受光する受光部 と、受光部で受光 し

た光束 を光電変換することによ り得 られた電気信号 に所定の演算 を施す演算

部 とが形成 されている。多層反射防止層は、少な くとも受光部上及び演算部

上 に形成 され、入射する情報記録媒体で反射 した光束の反射 を防止する複数

の反射防止膜 を含む。 ガラスパ ッケージは、多層反射防止層 を被覆する。接

着層は、多層反射防止層 とガラスパ ッケージとを接着する。

[01 92] したが って、基板、多層反射防止層、接着層及びガラスパ ッケージによ り

構成することによ り、検 出光学系の倍率 を上 げた と しても、 ワイヤ一ボ ンデ

ィング及び樹脂製のパ ッケージが不要 とな り、光検 出器 を小型化することが

で きる。

[01 93] また、上記の光検 出器 において、前記多層反射防止層は、 3 層の前記反射

防止膜 を含み、 3 層の前記反射防止膜 は、光束入射側か ら順 に、 シ リコン系

窒化膜、 シ リコン系酸化膜及びシ リコン系窒化膜であることが好 ま しい。

[01 94] この構成 によれば、多層反射防止層が含む反射防止膜の数 を増やす ことな

く、 ガラスパ ッケージか ら受光部 までの間の波長 4 0 5 n m の光束 に対する

透過率 を大幅 に向上 させることがで きるとともに、波長 6 5 0 n m 及び波長

7 8 0 n m の光束 に対 しても透過率 を大幅 に向上 させることがで きる。 また

、多層反射防止層 を 3 つの反射防止膜で構成することがで きるので、反射防

止膜 を蒸着する工数 を大幅 に削減することがで きる。

[01 95] また、上記の光検 出器 において、前記接着層の厚みは、 3 0 m 以下であ

り、前記接着層の透過率 は、 4 0 5 n m の波長 を有する光束 に対 して 9 9 %

以上であ り、前記接着層は、 シ リコン樹脂 よ り構成 され、前記 ガラスパ ッケ



一ジにおける前記情報記録媒体で反射 した光束が入射する面 には前記反射防

止膜が形成 されてお り、前記 ガラスパ ッケージと前記接着層 との間には前記

反射防止膜が形成 されていないことが好 ま しい。

[01 96] この構成 によれば、波長 4 0 5 n m の光束 を照射 して情報記録媒体か ら情

報 を再生する場合 に、情報記録媒体の反射率が低 く情報記録媒体か らの反射

光量が小さ くても、 S / N の優れた再生信号 を実現で きる。 また、 ガラスパ

ッケージと接着層 との接着強度 を上 げることがで きる。 さ らに、 ガラスパ ッ

ケージの接着層 との境界面 に反射防止膜が無 くても透過率 を下げることがな

く、信頼性が高 くS / N の優れた光検 出器 を実現で きる。

[01 97] また、上記の光検 出器 において、前記接着層の厚 さは、 5 从 以上 2 5 从

m以下であることが好 ま しい。

[01 98] この構成 によれば、接着層の厚 さが、 5 m以上 2 5 m以下であるので

、波長 4 0 5 n m の光束 に対する透過率 を悪化 させることな く、高い接着強

度 を維持 しつつ、波長 4 0 5 n m の光束 によるいわゆる青色光劣化 を抑 える

ことがで きる。

[01 99] また、上記の光検 出器 において、前記接着層は、前記 ガラスパ ッケージと

前記多層反射防止層 との間の全面 に形成 されていることが好 ま しい。

[0200] この構成 によれば、接着層が、 ガラスパ ッケージと多層反射防止層 との間

の全面 に形成 されているので、接着強度 を上 げることがで きる。 また、受光

部の光束入射側の面が接着層で覆われることになるので、受光部上 に空気層

が介在することな く、受光部上及びガラスパ ッケージ上 に不純物が付着する

のを防止することがで き、信頼性 に優れた光検 出器 を実現することがで きる

[0201 ] また、上記の光検 出器 において、前記受光部 は、 フ ォー カ スエラ一信号 を

算出するための光束 を受光する第 1 の受光領域 と、 トラッキングエラ一信号

を算出するための光束 を受光する第 2 の受光領域 とを含み、前記演算部 は、

前記第 1 の受光領域で受光 した光束 に基づいて、前記情報記録媒体の再生信

号 を演算することが好 ま しい。



[0202] この構成によれば、第 1の受光領域によって、フォーカスエラ一信号を算

出するための光束が受光され、第 2 の受光領域によって、 トラッキングエラ

—信号を算出するための光束が受光される。そして、演算部は、第 1の受光

領域で受光した光束に基づいて、情報記録媒体の再生信号を演算する。

[0203] したがって、フォーカスエラ一信号を算出するための光束が受光される第

の受光領域で受光した光束に基づいて、情報記録媒体の再生信号が演算さ

れるので、フォーカスエラ一信号を算出するため受光領域と、再生信号を算

出するための受光領域とを別個に用意する必要がなくなり、受光部の面積を

小さくすることができる。

[0204] また、上記の光検出器において、少なくとも前記第 1の受光領域上の前記

多層反射防止層は、 3 層以上の前記反射防止膜からなり、前記第 1の領域以

外の前記基板上の少なくとも一部の前記多層反射防止層は、単層又は2 層の

前記反射防止膜からなることが好ましい。

[0205] この構成によれば、 3 層以上の反射防止膜が形成される領域を、少なくと

も第 1の受光領域上のみとすることにより、基板上において3 層以上の反射

防止膜が形成される領域を小さくすることができ、反射防止膜を蒸着するた

めの工数を大幅に削減することができる。

[0206] また、上記の光検出器において、前記演算部は、前記受光部で受光した光

束の光量に応じた電流を、あらかじめ設定された複数のゲインモ一ドに基づ

いて電圧に変換する電流/ 電圧変換回路を含み、前記光検出器は、前記演算

部に接続され、前記複数のゲインモ一ドを切り替えるための信号が入力され

るゲイン設定端子部をさらに備え、前記電流/ 電圧変換回路は、前記複数の

ゲインモードで共有される差動アンプを有し、前記差動アンプは、再生信号

に含まれるノイズを低減する低ノイズモ一ドと、再生信号に含まれるノイズ

を低減しない非低ノイズモ一ドとを切り替え、前記低ノイズモ一ドにおける

バイアス電流値を前記非低ノイズモードにおけるバイアス電流値より小さく

することが好ましい。

[0207] この構成によれば、電流/ 電圧変換回路によって、受光部で受光した光束



の光量に応 じた電流が、あらか じめ設定された複数のゲインモ一 ドに基づい

て電圧に変換される。演算部に接続されたゲイン設定端子部によって、複数

のゲインモー ドを切 り替えるための信号が入力される。そして、電流/ 電圧

変換回路は、複数のゲインモー ドで共有される差動アンプを有 している。差

動アンプは、再生信号に含まれるノイズを低減する低ノイズモー ドと、再生

信号に含まれるノィズを低減 しない非低ノィズモ一 ドとを切 り替え、低ノィ

ズモ一 ドにおけるバイァス電流値を非低ノィズモ一 ドにおけるバイァス電流

値より小さくする。

[0208] したがって、情報記録媒体の再生倍速及び記録層の反射率に応 じて最適な

ゲインモー ドを選択することができる。例えば、記録層の反射率が低い場合

又は情報記録媒体が低倍速で再生される場合、再生信号に含まれるノィズを

低減する低ノィズモ一 ドに切 り替えられることで、再生信号の周波数特性を

犠牲にしてノィズを低減することができ、 S / N の優れた再生信号を得るこ

とができる。一方、記録層の反射率が比較的高い場合又は情報記録媒体が高

倍速で再生される場合、再生信号に含まれるノィズを低減 しない非低ノィズ

モー ドに切 り替えられることで、周波数特性が優れた再生信号を得ることが

できる。このとき、低ノイズモー ドと非低ノイズモー ドとは、同一の差動ァ

ンプで切 り替えられるので、ゲインモ一 ドが増えたとしても演算部の面積が

増えることがなく、光検出器をさらに小型化することができる。また、再生

信号の高倍速化及び低ノィズ化に対応することができる。

[0209] また、上記の光検出器において、前記差動アンプは、前記低ノイズモー ド

における前記バイアス電流値を、前記非低ノイズモー ドにおける前記バイァ

ス電流値の 2 / 3 以下とすることが好ましい。

[021 0] この構成によれば、低ノイズモー ドにおけるバイアス電流値が、非低ノィ

ズモー ドにおけるバイアス電流値の 2 / 3 以下とされるので、アンプノイズ

が減少 し、再生信号の S / N を大幅に向上させることができる。

[021 1 また、上記の光検出器において、前記差動アンプは、前記複数のゲインモ

- ドのうちの最もゲイン設定値が高いゲインモ一 ドに切 り替える場合、前記



低ノイズモ一 ドに切 り替えることが好ましい。

[021 2] この構成によれば、複数のゲインモ一 ドのうちの最もゲイン設定値が高い

ゲインモー ドに切 り替えられる場合、低ノイズモー ドに切 り替えられる。 し

たがって、ゲイン設定値が高いほど、ノイズが大きくなるので、複数のゲイ

ンモ一 ドのうちの最もゲイン設定値が高いゲインモ一 ドに切 り替えられた場

合、低ノイズモー ドに切 り替えることにより、ノイズを低減することができ

、再生信号の S / N を向上させることができる。

[021 3] 本発明の他の局面に係る光学へッ ドは、記録層を有する情報記録媒体に情

報を記録又は再生する光学へッ ドであって、光束を出射する光源と、前記光

源から出射 した光束を前記情報記録媒体に集光する対物 レンズと、前記情報

記録媒体で反射された光束を検出する、上記のいずれかに記載の光検出器と

を備える。この構成によれば、上記の光検出器を光学ヘッ ドに適用すること

ができる。

[0214] 本発明の他の局面に係る光情報装置は、上記の光学へッ ドと、情報記録媒

体を回転するための駆動部と、前記光学へッ ド及び前記駆動部を制御する制

御部とを備える。この構成によれば、上記の光学ヘッ ドを光情報装置に適用

することができる。

[021 5] なお、発明を実施するための形態の項においてなされた具体的な実施態様

又は実施例は、あくまでも、本発明の技術内容を明らかにするものであって

、そのような具体例にのみ限定 して狭義に解釈されるべきものではなく、本

発明の精神と特許請求事項との範囲内で、種々変更 して実施することができ

るものである。

産業上の利用可能性

[021 6] 本発明にかかる光検出器、光学ヘッ ド及び光情報装置は、安定な トラツキ

ング制御機能と低い情報誤 り率を実現でき、多層の情報記録媒体への情報の

記録又は再生を実現するとともに記録性能及び再生性能の安定 した薄型 （ス

リムサイズ）のコンピュータの外部記憶装置等として有用である。

[021 7] また、本発明にかかる光検出器、光学ヘッ ド及び光情報装置は、 D V D レ



コーダ、 B D レコーダ又は H D _ D V D レコ一ダ等の映像記録装置、あるい

は D V D プ レーヤ、 B D プ レーヤ又は H D — D V D プ レーヤ等の映像再生装

置 にも応用で きる。 さ らに、本発明にかかる光検 出器、光学ヘ ッ ド及び光情

報装置は、 力一ナ ビゲ一シ ヨンシ ステ ム や、携帯音楽 プ レーヤ、デジタルス

チルカメラ又はデジタル ビデオカメラの記憶装置 にも応用で きる。



請求の範囲

[ 請求項 1 ] 情報記録媒体で反射 された光束 を検 出する光検 出器であ って、

前記光束 を受光する受光部 と、前記受光部で受光 した光束 を光電変

換することによ り得 られた電気信号 に所定の演算 を施す演算部 とが形

成 された基板 と、

少な くとも前記受光部上及び前記演算部上 に形成 され、入射する前

記情報記録媒体で反射 した光束の反射 を防止する複数の反射防止膜 を

含む多層反射防止層 と、

前記多層反射防止層 を被覆するガラスパ ッケージと、

前記多層反射防止層 と前記 ガラスパ ッケージとを接着する接着層 と

を備 えることを特徴 とする光検 出器。

[ 請求項2] 前記多層反射防止層は、 3 層の前記反射防止膜 を含み、

3 層の前記反射防止膜 は、光束入射側か ら順 に、 シ リコ ン系窒化膜

、 シ リコ ン系酸化膜及びシ リコ ン系窒化膜であることを特徴 とする請

求項 1 記載の光検 出器。

[ 請求項3] 前記接着層の厚みは、 3 0 m以下であ り、

前記接着層の透過率 は、 4 0 5 n m の波長 を有する光束 に対 して 9

9 % 以上であ り、

前記接着層は、 シ リコ ン樹脂 よ り構成 され、

前記 ガラスパ ッケージにおける前記情報記録媒体で反射 した光束が

入射する面 には前記反射防止膜が形成 されてお り、

前記 ガラスパ ッケ一ジと前記接着層 との間には前記反射防止膜が形

成 されていないことを特徴 とする請求項 1 又は 2 記載の光検 出器。

[ 請求項 4 ] 前記接着層の厚 さは、 5 m 以上 2 5 m 以下であることを特徴 と

する請求項 1 ~ 3 のいずれかに記載の光検 出器。

[ 請求項 5] 前記接着層は、前記 ガラスパ ッケージと前記多層反射防止層 との間

の全面 に形成 されていることを特徴 とする請求項 1 ~ 4 のいずれかに

記載の光検 出器。



前記受光部 は、 フ ォー カ ス エラ一信号 を算出するための光束 を受光

する第 1 の受光領域 と、 トラッキングエラ一信号 を算出するための光

束 を受光する第 2 の受光領域 とを含み、

前記演算部 は、前記第 1 の受光領域で受光 した光束 に基づいて、前

記情報記録媒体の再生信号 を演算することを特徴 とする請求項 1 ~ 5

のいずれかに記載の光検 出器。

少な くとも前記第 1 の受光領域上の前記多層反射防止層は、 3 層以

上の前記反射防止膜か らな り、前記第 1 の領域以外の前記基板上の少

な くとも一部の前記多層反射防止層は、単層又は 2 層の前記反射防止

膜か らなることを特徴 とする請求項 6 記載の光検 出器。

前記演算部 は、前記受光部で受光 した光束の光量 に応 じた電流 を、

あ らか じめ設定された複数のゲインモ一 ドに基づいて電圧 に変換する

電流 / 電圧変換回路 を含み、

前記光検 出器は、

前記演算部 に接続 され、前記複数のゲインモ一 ドを切 り替えるため

の信号が入力されるゲイン設定端子部 をさ らに備 え、

前記電流 / 電圧変換回路 は、前記複数のゲインモー ドで共有 される

差動 アンプを有 し、

前記差動 アンプは、再生信号 に含 まれるノィズを低減する低 ノィズ

モ一 ドと、再生信号 に含 まれるノイズを低減 しない非低 ノイズモ一 ド

とを切 り替え、前記低 ノイズモ一 ドにおけるバイアス電流値 を前記非

低 ノイズモー ドにおけるバイアス電流値 よ り小さ くすることを特徴 と

する請求項 1 ~ 7 のいずれかに記載の光検 出器。

前記差動 アンプは、前記低 ノイズモ一 ドにおける前記バイアス電流

値 を、前記非低 ノイズモ一 ドにおける前記バイアス電流値の 2 / 3 以

下 とすることを特徴 とする請求項 8 記載の光検 出器。

前記差動 アンプは、前記複数のゲインモ一 ドの うちの最 もゲイン設

定値が高いゲインモ一 ドに切 り替える場合、前記低 ノイズモ一 ドに切



り替えることを特徴 とする請求項 8 又は 9 記載の光検 出器。

[ 請求項 11] 記録層 を有する情報記録媒体 に情報 を記録又は再生する光学へ ッ ド

であ って、

光束 を出射する光源 と、

前記光源か ら出射 した光束 を前記情報記録媒体 に集光する対物 レン

ズと、

前記情報記録媒体で反射 された光束 を検 出する、請求項 1 ~ 1 0 の

いずれかに記載の光検 出器 とを備 えることを特徴 とする光学へ ッ ド。

[ 請求項 12] 請求項 1 1 記載の光学へ ッ ドと、

情報記録媒体 を回転するための駆動部 と、

前記光学へ ッ ド及び前記駆動部 を制御する制御部 とを備 えることを

特徴 とする光情報装置。
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